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第2章 事業の名称、目的及び内容 

 

2.1 事業の名称 

次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（要素技術実証） 

 

2.2 事業の目的 

本事業は、第１章に記載した６社（以下「当社」という）共同で、国立研究開発法人新エ

ネルギー･産業技術総合開発機構（以下「NEDO」という）より委託を受け実施する「風力

発電等技術研究開発／洋上風力発電等技術研究開発／次世代浮体式洋上風力発電システム

実証研究（要素技術実証）」である。本事業では、水深 50～100m 程度の比較的浅水深の海

域を対象に、低コストの次世代浮体式洋上風力発電システムを開発し、洋上風力発電の更な

る普及を促すとともに、本事業の成果が国際競争力強化に資することを目的とする。 

 

2.3 事業の内容 

 第４章の環境の保全の配慮に係る検討及びその内容を考慮し決定した事業内容は以下の

とおりである。 

 

 

 本事業は、北九州市環境影響評価条例施行規則（平成 11 年 6 月 10 日北九州市規則第 33

号）第 2 条別表第 1 に掲げられた次の種類に該当する。 

 

・事業用電気工作物であって発電用のものの設置の工事の事業（風力発電所） 

 

 

・発電出力 ：最大 6,000kW 

・風車基数 ：1 基 

 

 

事業実施区域は、図 2.3-1 に示すピンクの点線範囲を計画しており、その範囲内に風力発

電機 1 基を設置する予定である。当区域は、水深 50m～100m の海域で、風況が良く、主要

な船舶航路を阻害しない場所、及びオオミズナギドリの主要ルートを避けて選定した。 

浮体式洋上風車の設置概要を図 2.3-2 に示す。アンカーチェーンの設置により、直径

1,200ｍの範囲が占有される。 
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注）風力発電機の位置は、アンカーチェーンの占有範囲を含めている。 

 

 図 2.3-1 事業実施区域 

 

  

事業実施区域 事業実施区域(方法書段階) 

風力発電機 

事業実施想定区域(配慮書段階) 
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図 2.3-2 浮体式洋上風車の設置概要 
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本実証研究事業は、2019 年度から 2026 年度（2024 年度運転開始予定）までの約 7 ヵ年

を予定した事業である。実証研究終了後については、現時点では撤去の予定である。 

 

 

 浮体式洋上風車の維持管理方法は、電気事業法等に則り月次での外観点検や機器の測定、

年次での動作確認等点検を実施する。 

 

2.4 事業計画の概要 

発電機は浮体式洋上風車とし、風車、浮体構造物、及び係留設備から構成されている。風

車は 2 枚翼、浮体構造物は鋼製、係留設備はアンカーチェーンを想定した浮体式洋上風車

を製作する。 

各設備の設計に当たっては、船舶安全法に基づく NK ガイドライン（※）を基準として、近

隣観測データ並びに推算データをもとに設計基準を定めることとしている。なお、風況はハ

ブ高度95ｍにおける50年再現風速52.7m/sとし、波浪については50年再現有義波高8.99m

（有義波周期 10.6～13.7ｓ）、水流については 50 年再現流速の 1.04m/s とし、通常は想定

されない時化や暴風等の可能性も考慮している。 

 

(※) 浮体式洋上風力発電設備に関するガイドライン 2021 年 12 月 一般財団法人日本海事協会 

https://www.classnk.or.jp/account/ja/Rules_Guidance/ssl/guidelines.aspx（登録必要） 

 

 

  

http://#
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(1)風車 

風車の諸元を表 2.4-1 に示す。風車は、2 枚翼とし概要図を図 2.4-1 に示す。 

 

表 2.4-1 風車の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-1 風車の概要図 

 

  

項目 諸元 

定格出力 6MW 

構造（羽根の数） 2枚 

海面からのハブ高さ 95.5m 

ローター直径 140.5m 

海面からの高さ 165.8m 

定格風速 13m/s 

カットイン風速 3m/s 
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(2)浮体構造物 

浮体構造物の諸元を表 2.4-2 に示す。浮体構造物の材質は、鋼製である。また、浮

体平面図を図 2.4-2 に示す。 

 

 

表 2.4-2 浮体構造物の諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-2 浮体平面図 

  

項目 諸元 

サイズ 長さ 80.8m×幅 91.1m 

材質 鋼製 
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(3)係留設備 

浮体式洋上風車の係留設備はチェーン及びアンカーが使用される。係留設備（チェ

ーン）の諸元を表 2.4-3 に、係留設備の構成を図 2.4-3 に、チェーンとアンカーのイ

メージを図 2.4-4 に、チェーンのイメージを図 2.4-5 に示す。 

アンカーについては、超高把駐力アンカーを使用することを想定している。爪を底

質に食い込ませ、高い把駐力を得る仕組みとなっている（図 2.4-6 参照）。 

チェーン及びアンカーは、浮体式洋上風車の位置保持を目的としているため、相当

数の重量があり、通常の自然条件においては動かないように設計されている。なお、

海底チェーンの動きに伴う底質の巻き上げについては、荒天時には、海底チェーンが

わずかながら動く可能性が考えられるが、それによる底質の巻き上げよりも、波浪や

流れによる海底の攪乱による底質の巻き上げの方が大きいと考えられる。 

 

表 2.4-3 係留設備の諸元 

項目 諸元 

長さ 約 600m 

重量 348kg/m 

使用本数 6本 

太さ（直径） 132㎜ 

 

 

 

図 2.4-3 係留設備の構成 
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図 2.4-4 チェーンとアンカーのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-5 チェーンのイメージ 

出典：「福島洋上風力コンソーシアム HP」（http://www.fukushima-

forward.jp/photo/index.html） 

 

 

 

 

 

図 2.4-6 アンカーのイメージ 

  

チェーン 
アンカー チェーン 
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(4)海底ケーブル 

海底ケーブルの諸元を表 2.4-4 に、海底ケーブルの敷設ルートを図 2.4-7 に示す。 

海底ケーブルルートは、藻場や魚礁への影響を配慮し、その地域を避けて設置する

計画であり、以下の範囲のうち、実際の敷設ルートは長さ約 15km を計画している。 

 

表 2.4-4 海底ケーブルの諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4-7 海底ケーブルの敷設ルート  

項目 諸元 

長さ 約 15km 

材質 二重鉄線鎧装ダイナミック海底ケーブル 

容量 22kV 

太さ(直径) 約 123mm 

事業実施区域 

風力発電機 
海底ケーブル 
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2.5 工事計画の概要 

(1)工事期間 

工事期間の概要は、表 2.5-1 に示すとおりである。なお、工事は 2024 年 3 月の開

始予定、試運転は 2024 年 12 月の開始予定である。 

 

表 2.5-1 工事期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)工事計画の概要 

工事計画の概要は、表 2.5-2 に示すとおりである。 

 

表 2.5-2 工事計画の概要 

種別 工事方法 工事作業日数 使用機械 

風車据付工事 
岸壁にて浮体構造物に風車を据え

付ける。 
約 90日 起重機船 

風車曳航工事 
浮体構造物と一体化された風車を

設置ポイントまで曳航する。 
約 3日 曳船 

係留系設置工事 
チェーンやアンカー等を所定の場

所へ設置する。 
約 90日 

起重機船 

支援船 

海底ケーブル敷設工事 

ウォータージェットで底質を局所

的・一時的に流動化することで、

予め敷設されたケーブルを海底に

埋設する。 

約 45日 

ケーブル敷設船 

ウォータージェッ

ト埋設機 

送電ケーブル配線工事 
陸上送電ケーブルは架空線で配置

する。 
約 120日 

クレーン車 

バックホウ等 

浮体-係留接続工事 

専用船のウインチ、大型起重機船

を利用して、チェーンの接続を行

う。 

約 50日 起重機船 

 

 

  

項目

試運転調整

実証運転

風車据付工事

風車曳航工事

係留系設置工事

海底ケーブル敷設工事

送電ケーブル配線工事

浮体-係留接続工事

月
・・・1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 17
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第3章 事業実施区域及びその周辺の概況（地域特性） 

事業実施区域及びその周辺における自然的状況及び社会的状況については、環境要素の区分

ごとに事業の特性を踏まえ、筑前海、響灘の海域及び北九州市若松区の沿岸部を対象に以下の

項目について整理した。 

 

自然的状況 社会的状況 

①大気環境の状況 

②水環境の状況 

③土壌及び地盤の状況 

④地形及び地質の状況 

⑤動植物の生息又は生育、植生及び生態系

の状況 

⑥景観及び人と自然との触れ合いの活動

の状況 

⑦水中音 

①人口及び産業の状況 

②水域（土地）利用の状況 

③河川、湖沼及び海域の利用並びに地下水

の利用の状況 

④交通の状況 

⑤学校、病院その他の環境の保全について

の配慮が特に必要な施設の配置の状況

及び住宅の配置の概況 

⑥下水道の整備の状況 

⑦環境の保全を目的として法令等により

指定された地域その他の対象及び当該

対象に係る規制の内容その他の状況 
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3.1 自然的状況の概要 

 

表 3.1-1 自然的状況の概要（1/9） 

項目 概要 

大
気
環
境
の
状
況 

気
象 

年平均気温は 16.6℃、日最高気温は 36.9℃、日最低気温は-4.6℃、年

降水量は 1720.5mm である（1991-2020 年の 30 年間の統計）。また、事業

実施区域の年平均風速は 7.49m/s、最多風向は西北西（WNW）、東南東（ESE）

である（NEDO 風況マップ、100m 高より）。 

大
気
質 

事業実施区域周辺は沖合の洋上であるため、海域における大気質の測

定例は見られない。ここでは、事業実施区域に面した陸域の大気質とし

て、若松区における一般環境大気測定局（若松、若松ひびき及び江川）で

の値を参考として示す。 

①二酸化硫黄 

令和 2 年度の各測定局の二酸化硫黄の日平均値の 2％除外値は、0.003

～0.004ppm であり、全測定局で環境基準を達成している。 

②二酸化窒素 

令和 2 年度の各測定局の二酸化窒素の日平均値の年間 98％値は、0.023

～0.026ppm であり、全測定局で環境基準を達成している。 

③光化学オキシダント 

令和 2 年度の各測定局の光化学オキシダントの昼間の 1 時間値の最高

値は、0.094～0.101ppm であり、全測定局で環境基準を達成していない。 

④浮遊粒子状物質 

令和 2 年度の各測定局の浮遊粒子状物質の日平均値の 2％除外値は、

0.050～0.058mg/m3であり、全測定点で環境基準を達成している。 

⑤微小粒子状物質（PM2.5） 

令和 2 年度の各測定局の微小粒子状物質（PM2.5）の年平均値は 11.7～

14.2μg/m3、1 日平均値の年間 98％値は、28.9～33.7μg/m3であり、全測

定局で環境基準を達成している。 

⑥ベンゼン等 4 物質及びダイオキシン類 

令和 2 年度の若松局での測定値は、ベンゼン、トリクロロエチレン、テ

トラクロロエチレン、ジクロロメタン及びダイオキシン類において環境

基準を達成している。 

騒
音 

事業実施区域周辺は沖合の洋上であるため、参考に陸域における騒音

を示す。令和 2 年度の一般国道 495 号（若松区波打町）における等価騒音

レベルは昼間 71dB、夜間 64dB であり、昼間は環境基準を超過している。 

振
動 

事業実施区域は沖合の洋上であるため、振動に関する情報は確認され

ていない。また、陸域における若松区においては、振動に係る調査結果は

確認されない。 
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表 3.1-2 自然的状況の概要（2/9） 

項目 概要 

水
環
境
の
状
況 

水
質 

北九州市による令和 2年度における水質調査結果では、溶存酸素量（DO）

については、全地点で測定日数の半数以上が環境基準に適合しており、ま

た、水素イオン濃度（pH）、化学的酸素要求量（COD）、大腸菌群数、n-ヘ

キサン抽出物質、全窒素（T-N）及び全リン（T-P）については、全地点に

おいて環境基準に適合していた。 

NEDO 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（エコ・パワー㈱）

による水質調査結果（平成 27 年 10 月 8 日）では、SS は、表層及び中層

で 1mg/L 未満、底層で 1mg/L であった。また、水温（22.0～22.4℃）、塩

分(32.9～33.6)、溶存酸素(8.0～8.7 mg/L)及び濁度（0.16～0.43FTU）の

鉛直分布では鉛直的に一様な分布を示した。 

海
象 

事業実施区域周辺の海象の状況は、令和 2 年の平均有義波高は 0.65m、

周期 4.9s である。 

底
質 

事業実施区域の参考として、若松区港湾域の底質調査結果によれば、一

般項目及び含有量試験項目については、沖合の地点において最も低い値

を示した。また、粒度組成比率より港湾域周辺は細粒分質砂或いは礫まじ

り細粒分質砂に分類された。 

有害項目については、鉛またはその化合物、ヒ素またはその化合物及び

ダイオキシン類以外は全地点で定量下限値未満（ND）となっていた。また、

検出された 3 項目においても各地点ともそれぞれの環境基準値を大きく

下回り、基準値に適合する結果となっていた。 

また、事業実施区域の底質の状況は主に砂質であることが示された。 

土
壌
及
び
地

盤
の
状
況 

土
壌
及
び
地

盤 事業実施区域は洋上のため陸域の土壌及び地盤の状況は該当しない。 

地
形
及
び
地
質
の
状
況 

海

底

地
形 

事業実施区域周辺の海底の勾配は概ね緩傾斜となっている。事業実施

区域付近の水深は約 50～100m である。 

海
底
地
質 

事業実施区域の基盤岩は、大陸縁辺及び縁海に位置する新生代第四紀

（完新世及び更新世）の未固結堆積物に該当している。また、周辺域には、

新生代中新世における堆積岩の点在が見られる。さらに白島付近及び沿

岸に近づくと、中生代白亜紀の関門層群及びこれに貫入した白亜紀の花

崗岩等の分布が見られる。なお、これらの周りには第四紀更新世の地層が

広く混じり合っている 

重
要
な

地
形 

「日本の典型地形，国土地理院」において、北九州市若松区において千

畳敷等の地形が確認されている 
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表 3.1-3 自然的状況の概要（3/9） 

項目 概要 

動
植
物
の
生
息
又
は
生
育
、
植
生
及
び
生
態
系
の
状
況 

植
物
の
生
育
状
況 

(1)陸域における植物 

陸域における植物としては、維管束植物、藻類が該当するが、事業実施

区域は北九州市沖合であることから、植物の生育状況としては海域にお

ける植物を対象とし、本項では対象外とする。 

なお、若松区には重要な群落として、芦屋海岸のトベラ低木林、須賀神

社のスダジイ林及び白山神社のタブノキ林が特定植物群落に指定されて

いる。その内、海岸沿いに位置するものとしては芦屋海岸のトベラ低木林

が挙げられるが、事業実施区域には該当しない。 

(2)海域における植物 

①植物プランクトンの状況 

事業実施区域における植物プランクトンに関する情報は得られていな

い。 

若松区沿岸部における既存の調査結果では、植物プランクトンの季節

ごとの出現種数は 35～68 種であり、春季で少なく、夏季で多かった。平

均細胞数については、冬季で少なく、夏季で多かった。また、冬季以外の

3 季については、珪藻類が高い割合を占めた。沿岸部では、内陸部を含め

て、夏季においては、赤潮現象も見られることから、珪藻類の増殖が考え

られる。 

また、北九州市環境局が毎年、響灘においてプランクトン調査を実施し

ており、令和 2 年度では、キートケロス等の珪藻類が他の藻類に比較して

年間を通じて多く確認されている。 

②潮間帯生物の状況 

事業実施区域周辺の潮間帯生物については、若松区港湾部において調

査が行われている。 

＜上層＞ 

付着植物は確認されなかった。 

＜中層＞ 

付着植物の出現種類数は 17～25 種であり、春季で多く秋季で少なかっ

た。分類別では、各季において紅藻類が最も高い割合を占めた。 

平均湿重量については、冬季で多く、春季で少なかった。分類別では、

各季において褐藻類が最も高い割合を占めた。 
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表 3.1-4 自然的状況の概要（4/9） 

項目 概要 

動
植
物
の
生
息
又
は
生
育
、
植
生
及
び
生
態
系
の
状
況 

植
物
の
生
育
状
況 

＜下層＞ 

付着植物の出現種類数は 20～27 種であり、春季及び冬季で多く、夏季

及び秋季で少なかった。分類別では、各季において紅藻類が最も高い割合

を占めた。 

平均湿重量については、秋季で多く、冬季で少なかった。分類別では、

春季、秋季及び冬季では褐藻類が、また、夏季では紅藻類が高い割合を占

めた。 

③藻場の状況 

事業実施区域には藻場の存在は確認されていない。また、事業実施区域

周辺の藻場については、響灘海域の沿岸域や島嶼部における浅瀬の岩礁

部にはホンダワラ類によって構成されるガラモ場やアラメやツルアラメ

等の大型褐藻で構成されるアラメ場が見られる。 

また、若松区沖の港湾部において行われた藻場調査によると、採取調査

では 14～43 種が出現し、冬季に多く、秋季で少なかった。湿重量は春季

で多く、秋季で少なかった。 

植物門別にみると、種類数は冬季及び春季では紅藻植物門が、夏季及び

秋季では褐藻植物門が多かった。また、湿重量は四季を通じて褐藻植物門

が多かった。 
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表 3.1-5 自然的状況の概要（5/9） 

項目 概要 

動
植
物
の
生
息
又
は
生
育
、
植
生
及
び
生
態
系
の
状
況 

動
物
の
生
息
状
況 

(1)陸域における動物 

陸域における動物としては、哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、魚類、昆

虫類が該当するが、事業実施区域は北九州市沖合であることから、動物

の生息状況としては想定区域までの広い行動範囲が想定される鳥類を対

象とした。 

①鳥類の状況 

北九州市では計 336 種の鳥類の確認記録があり、うち天然記念物、種

の保存法、環境省レッドリスト、福岡県レッドデータブックに該当する

重要な種としては、111 種が挙げられる。なお、響灘に面する地域では 86

種の確認記録があり、うち重要な種は 39 種であった。 

また、北九州市の鳥類の重要な種の分布情報においては、白島におい

て 1 種のエリアがみられるが、事業実施区域は距離が離れており、メッ

シュ外に位置している。白島においては、カラスバトやオオミズナギド

リの繁殖地、春秋の渡りの時期における陸鳥の中継地になっている。 

ハチクマの渡り飛翔ルートについては、秋季、春季ともに九州北部を

横断するルートが確認されており、事業実施区域周辺は、渡りルートの

一部に該当する。また、人工衛星を利用した遠隔追跡により得られたハ

チクマの広域的な渡りルートについての研究によると、秋季、春季とも

に、青森県からマレー諸島までの渡り経路において、九州北部を通過す

ることが確認されている。 

一方、ツルについては、出水から諫早、伊万里、対馬に至る経路で九州

北部を縦断するルートが確認されているが、事業実施区域周辺は該当し

ない。 

NEDO 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（エコ・パワー㈱）

における船舶トランセクト、及び洋上定点の洋上調査では、8 目 13 科 16

種の鳥類が確認された。そのうち、重要種として指定されている鳥類種

は、カンムリカイツブリ、ヒメウ、カンムリウミスズメ、ハヤブサ、ミサ

ゴであった。 

船舶トランセクト調査において、主に確認された種は、冬季を除きオ

オミズナギドリであった。 

陸上定点調査では、ハチクマが風師山と響灘緑地の両地点において、

春季に 12 個体、秋季に 364 個体が確認された。 

一方、洋上定点においては、ハチクマ等の渡り鳥は確認されなかった。 
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表 3.1-6 自然的状況の概要（6/9） 

項目 概要 

動
植
物
の
生
息
又
は
生
育
、
植
生
及
び
生
態
系
の
状
況 

動
物
の
生
息
状
況 

(2)海域における動物 

①動物プランクトンの状況 

事業実施区域における動物プランクトンに関する情報は得られていな

い。 

若松区沿岸部における既存の調査結果では、動物プランクトンの季節

ごとの出現種数は 29～63 種であり、春季で少なく、秋季で多かった。 

平均個体数については、冬季で少なく、夏季で多かった。分類別では、

各季ともかいあし類が最も高い割合を占めた。 

また、北九州市環境局が毎年、響灘においてプランクトン調査を実施し

ており、令和 2 年度調査の動物プランクトンの結果では、繊毛虫類が確認

されている。 

②底生生物の状況 

若松区沿岸部における既存の調査結果では、季節ごとの出現種数は 58

～106 種であり、冬季で少なく、夏季で多かった。分類別では、各季にお

いて環形動物が高い割合を占めた。 

平均個体数については、冬季で少なく、春季で多かった。分類別では、

春季では軟体動物が、夏季、秋季及び冬季では環形動物が高い割合を占め

た。 

平均湿重量については、冬季で少なく、夏季で多かった。分類別では、

各季において軟体動物が高い割合を占めた。 

③魚類等の遊泳動物の状況 

事業実施区域周辺の魚類等の遊泳動物については、地点別の魚類の出

現種数は 1～61 種であり、冬季に減少する傾向が見られる。個体数は夏季

に多く、冬季に少ない傾向である。分類群別では、各地点、各季節とも脊

椎動物門が多くの割合を占めた。 

代表的な出現種は、春季はショウサイフグ、コモンフグ、夏季はマダイ、

オキヒイラギ、秋季はマダイ、マアジ、冬季はショウサイフグであった。 

重要な種としては、カサゴ亜目のカナガシラ（絶滅危惧種、水産庁）が

確認されている。 

また、福岡県における魚類の貴重種として、レッドリストに挙げられて

いる海域性の魚類としては、海と河口を回遊する魚類として、サケ、シロ

ウオが見られる。なお、サケについては、カテゴリーは野生絶滅となって

いる。 
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表 3.1-7 自然的状況の概要（7/9） 

項目 概要 

動
植
物
の
生
息
又
は
生
育
、
植
生
及
び
生
態
系
の
状
況 

動
物
の
生
息
状
況 

④魚卵・稚仔の状況 

事業実施区域周辺の魚卵・稚仔については、港湾域において調査が実施

されている。 

a.魚卵 

魚卵の出現種数は 2～10 種であり、夏季及び秋季で多く、春季及び冬季

で少なかった。平均個体数についても、出現種数と同様に、夏季及び秋季

で多く、春季及び冬季で少なかった。 

主な出現種としては、各季を通じて不明卵が多かった。 

b.稚仔 

稚仔の出現種数は 4～14 種であり、夏季及び秋季で多く、春季及び冬季

で少なかった。平均個体数については、春季及び冬季で少なく、夏季及び

秋季で多かった。 

主な出現種としては、春季、秋季及び冬季ではカサゴが、夏季ではハゼ

科の魚類が多く出現した。 

⑤潮間帯生物の状況 

事業実施区域周辺の潮間帯生物については、若松区港湾域において調

査が行われている 

＜上層＞ 

季節ごとの出現種数は 1～5種であり、四季を通じて種数は少なかった。 

平均個体数、平均湿重量のいずれについても、春季及び秋季で多く、夏

季で少なかった。また、分類別では、各季において軟体動物が最も高い割

合を占めた。 

＜中層＞ 

季節ごとの出現種数は 51～94種であり、夏季で多く春季で少なかった。

分類別では、環形動物、軟体動物及び節足動物がほぼ同じ割合で推移して

おり、季節間の差も少なかった。 

平均個体数については、冬季で多く、春季で少なかった。分類別では、

夏季及び秋季では節足動物が、春季及び冬季では環形動物が高い割合を

占めた。 

平均湿重量については、冬季で多く、春季で少なかった。分類群別では、

春季及び夏季では軟体動物が、秋季及び冬季では節足動物が高い割合を

占めた。 
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表 3.1-8 自然的状況の概要（8/9） 

項目 概要 

動
植
物
の
生
息
又
は
生
育
、
植
生
及
び
生
態
系
の
状
況 

動
物
の
生
息
状
況 

（潮間帯生物の状況のつづき） 

＜下層＞ 

季節ごとの出現種数は 72～86 種であり、夏季と冬季でやや多く、春季

と秋季でやや少なかった。分類別では、春季及び秋季では節足動物が、夏

季及び冬季では環形動物が高い割合を占めた。 

平均個体数については、秋季で多く冬季で少なかった。分類別では、四

季を通じて環形動物が高い割合を占めた。 

平均湿重量については、春季で多く、秋季で少なかった。分類別では、

春季、夏季及び冬季では軟体動物が、秋季では節足動物が高い割合を占め

た。 

⑥海棲哺乳類の状況 

事業実施区域周辺については、海棲哺乳類は確認されていない。沿岸域

については、スナメリが確認され、春季に最も多く出現し、出現時間帯は、

夜間に多く、日中は少ない傾向にあった。 

ストランディングデータによれば、北九州市沖周辺においては、スナメ

リ等が確認されている。 

⑦海棲は虫類の状況 

九州北部の沿岸域にはウミガメの産卵地が多数見られ、アカウミガメ

が福岡県のレッドデータブックに絶滅危惧ⅠB 類で登録されている。事業

実施区域周辺においては見られていない。 

⑧生態系の状況 

事業実施区域における生態系については、底生生物、動植物プランクト

ン、魚介類、海棲哺乳類及び鳥類における食物連鎖から成り立っていると

考えられる。食物連鎖としての生態系の概念において、生態系の上位性と

して、スナメリ、ハヤブサ、ミサゴ、また、典型性を示す種として、カタ

クチイワシ等の魚類が考えられる。 
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表 3.1-9 自然的状況の概要（9/9） 

項目 概要 

景
観
及
び
人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場

の
状
況 

景
観 

(1)景観 

a.主要な眺望点 

藍島は、事業実施区域の南西約 11km に位置し、夏季の海水浴やキャン

プなどのレジャー客が訪れている。また、若松区の遠見ヶ鼻や脇田海釣り

桟橋は距離約 13km に位置する。 

b.自然景観資源 

 自然景観資源は、事業実施区域の南側に白島（男島、女島）があり、砂

浜、礫浜からなる海岸景観に類型化されている。 

(2)人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

若松区においては、響灘緑地、高塔山公園等が存在するが、事業実施区

域周辺には人と自然との触れ合いの活動の場は存在しない。 

そ
の
他 

水
中
音 

既存資料から得られる水中音の音圧レベルは、フェリー129dB、漁船

128dB、水中翼船 146dB、杭打ち音 193dB 等の値が見られている。 

また、水中音圧レベルと魚類の反応について、一般的な海産魚の感覚閾

値 90～110dB、誘致レベル 110～130dB 等の値が挙げられている。 
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3.2 社会的状況の概要 

 

表 3.2-1 社会的状況の概要（1/4） 

項目 概要 

人
口
及
び
産
業
の
状
況 

人
口 

北九州市の人口及び世帯数は、令和 3 年 1 月において、人口が 944,712

人、世帯数が 486,826 世帯となっている。同様に福岡県においては、人口

が 5,124,259 人、世帯数は 2,473,308 世帯となっており、福岡県全体に占

める割合は、人口が約 18%、世帯数が約 20%を占めている。 

離島については、令和 4 年 3 月の時点において、馬島の人口は 28 人、

世帯数 13 世帯、藍島の人口は 204 人、世帯数は 100 世帯となっている。 

産
業 

①漁業に係る状況 

a.北九州市の漁獲量 

平成 30 年の北九州市の漁獲量は 3,239t であった。 

漁業種別では、「その他の漁業」が最も多く 1,160t、「はえ縄以外の釣

（その他の釣）」が 462t、「刺網（その他の刺網）」が 406t であった。 

魚種別では「たこ類」が 762t、「いか類（その他のいか類）」が 331t、

「その他の魚類」が 470t であり、これらが漁獲量の多くを占めている。 

b.周辺漁港における属地陸揚量 

北九州市沿岸部において、事業実施区域周辺に面した漁港として、岩屋

漁港、脇田漁港、脇之浦漁港及び藍島漁港が挙げられる。平成 30 年にお

ける属地陸揚量は、岩屋漁港 170 トン、脇田漁港 111 トン、脇之浦漁港

104 トン、藍島漁港 455 トンであった。 

水
域
（
土
地
）
利
用
の
状
況 

港
湾
区
域
及
び
漁
港
区
域 

事業実施区域周辺の港湾区域として挙げられる北九州港は、小倉南区

の井ノ浦から若松区八幡崎に至る臨海部に展開し、その海岸線の延長は

約 170km である。北九州港港湾区域は、周防灘、関門海峡、洞海湾、響灘

の 4 つの海域にまたがっている。 

また、漁港区域は、「岩屋漁港区域」、「脇田漁港区域」、「脇之浦漁港区

域」、「藍島漁港区域」が挙げられる。 

漁
業
権
の

設
定
状
況 

若松区沿岸域及び白島には共同漁業権が存在するが、事業実施区域周

辺はいずれの漁業権区にも該当しない。 

漁
場
の
状
況 

事業実施区域周辺は筑前海区の沖合に該当する。筑前海区は多くの島

や天然の漁礁に恵まれており、タイ、ブリ、ヒラメなどを対象とした釣り・

刺し網・小型定置網やアワビ、サザエなどの磯根漁業が行われている。 
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表 3.2-2 社会的状況の概要（2/4） 

項目 概要 

河
川
、
湖
沼
及
び
海
域
の
利
用
並
び
に
地
下
水
の
利
用

の
状
況 

海
上
交
通
の
状
況 

a.北九州港の入港船舶状況 

北九州港の入港船舶 46,268 隻のうち内航船が約 8 割を占めているが、

総トン数で比較すると、大型船の多い外航商船の割合が約 5 割を占めて

いる。 

b.漁港の状況 

事業実施区域に面する北九州北側における漁港には、岩屋漁港、脇田漁

港、脇之浦漁港、藍島漁港が挙げられる。脇之浦漁港は沖合にある白島周

辺を主な漁場に漁業が営まれている。脇田漁港では、いか釣りや刺し網、

小型定置網など沿岸漁業が営まれ、漁港周辺には海釣り桟橋もある。 

c.船舶の航跡図 

福岡県の日本海側における航跡図から、関門海峡から玄界灘にかけて

船舶通航量が多くなっており、多いところでは 151～300 隻/月以上の航

路も見られる。 

交
通
の

状
況 

交
通 

事業実施区域及びその周辺は洋上であることから、陸域における交通

の状況は該当しない。 

学
校
、
病
院
そ
の
他
の
環
境
の
保
全
に
つ
い
て
の
配
慮
が
特

に
必
要
な
施
設
の
配
置
の
状
況
及
び
住
宅
の
配
置
の
概
況 

学
校
、
病
院
、
住
居
等 

事業実施区域及びその周辺は洋上であることから、学校、病院その他の

環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び住宅に該当するものは

見られない。 

また、若松地区沿岸部は、工業専用地域、及び準工業地域となっている。 

下
水
道
の
整

備
の
状
況 

下
水
道 

事業実施区域及びその周辺は洋上であることから、下水道の整備の概

況については該当しない。 
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表 3.2-3 社会的状況の概要（3/4） 

項目 概要 

環
境
の
保
全
を
目
的
と
し
て
法
令
等
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
地
域
そ
の
他
の
対

象
及
び
当
該
対
象
に
係
る
規
制
の
内
容
そ
の
他
の
状
況 

公
害
関
係
法
令
等 

① 環境基準 

a.環境基本法に基づく環境基準 

(a)大気質、(b)騒音、(c)水質、(d)地下水の水質及び(e)土壌において

定められているが、事業実施区域及びその周辺では、(c)水質に関して、

響灘及び筑前海において海域の類型指定がなされている。その他の項目

については、該当しない。 

b.ダイオキシン類対策特別措置法に基づく環境基準 

ダイオキシン類に係る環境基準は、事業実施区域及びその周辺は該当

しない。 

②規制基準等 

a.大気質、b.騒音、c.振動、d.悪臭、e.水質において定められているが、

これらの規制基準は、事業内容及び場所から判断すると適用されない。f.

水底の底質について、底質の除去基準が定められている。 

③公害防止計画 

福岡県では、「環境基本法」の規定に基づき、「北九州地域公害防止計

画」、「大牟田地域公害防止計画」及び「福岡地域公害防止計画」を策定し、

公害防止のための諸施策を推進している。 
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表 3.2-4 社会的状況の概要（4/4） 

項目 概要 

環
境
の
保
全
を
目
的
と
し
て
法
令
等
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
地
域
そ
の
他
の
対
象
及
び
当
該
対
象
に
係
る
規
制
の
内
容
そ

の
他
の
状
況 

自
然
及
び
社
会
関
係
法
規
制
の
状
況 

北九州市沿岸部における法規制の状況は表に示すとおりであり、事業

実施区域においては、航路標識法、船舶安全法、航空法、電気事業法が該

当する。 

 
 

  名称 
適用の有無及びその制約条

件等 
対応 

a 自然公園法 

無し。（若松北海岸に玄海国

定公園があるが、事業実施区

域周辺ではない。） 

不要 

b 

鳥獣の保護及び

狩猟の適正化に

関する法律 

無し。（白島が鳥獣保護区に

指定されているが、事業実施

区域周辺ではない。） 

不要 

c 

国土利用計画法

及び国土形成計

画法 

無し 不要 

d 
海岸法（漁港漁

場整備法含む） 
無し（海岸保全区域外） 不要 

e 港湾法 無し（港湾区域外） 不要 

f 港則法 無し 不要 

g 航路標識法 有り 浮体構造物に適用 

h 船舶安全法 有り 浮体構造物に適用 

i 漁業法 無し（漁業権区域外） 

風力発電機設置工事、

実証研究時に関する調

整・協議が必要。 

j 航空法 有り 
航空障害灯の設置、高

さ制限無し。 

k 文化財保護法 
無し（史跡名勝天然記念物な

し） 
遺跡発見時は届出 

l 景観条例等 無し（対象外） 情報提供 

m 民法 無し 不要 

n 建築基準法 無し 不要 

o 電気事業法 有り 
発電事業実施に当たり

認可申請等が必要。 

p 水産関係法令 無し 不要 

q 環境基本条例 無し 不要 

r 
その他の社会的

制約条件の状況 
有り 

既存の海底ケーブルが

確認される。 
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第4章 環境の保全の配慮に係る検討及びその内容 

4.1 配慮書における検討の経緯及びその内容 

 

計画段階配慮事項の選定にあたっては、「北九州市環境影響評価技術指針」を参考にした。具

体的には、本事業が風力発電所の設置の事業であることを踏まえ、同指針の別表第 1 の項目の

うち本事業の特性と地域特性から影響が及ぶおそれがある環境要素を選定した。選定結果を 

表 4.1-1 に、選定理由を表 4.1-2 及び表 4.1-3 に示す。なお、工事中の影響については、重大

な環境影響は想定されないため割愛した。 

 

 

本事業における工事の実施ならびに土地又は工作物の存在及び供用に関する事業特性は、以

下のとおりである。 

(1)工事の実施に関する内容 

浮体式洋上風車は、着床式洋上風車と異なり、港湾域で組立を行い実証海域まで曳航

することを予定しているため、事業実施想定区域での工事はほとんどない。従って、工

事用資機材等の事業実施想定区域における搬出入は行わない。 

建設機械の稼動として、浮体式洋上風車を位置保持するためのアンカーを設置するた

めに起重機船を使用することを予定する。また、ケーブル敷設のための作業船を想定し

ている。 

 

(2)土地又は工作物の存在及び供用に関する内容 

浮体式洋上風車を設置して、運転を行う。 

 

 

事業実施想定区域は、白島沖約 4km の洋上にあり、住居や学校から約 7km の離岸距離が

ある。そのため、大気環境、水環境、景観等の生活環境項目への影響は少ないものと考えられ

る。 

 

(1)大気環境 

事業実施想定区域から学校・病院等の特に配慮が必要な施設までの最短距離は約 7km

である。また、事業実施想定区域から最寄りの住居までの距離は約 7km 以上である。 

(2)水環境 

事業実施想定区域から離れるが、南約 4km に位置する白島より南側の海域で水質が

測定されている。平成 30 年度の水質測定結果は、水素イオン濃度（pH）、化学的酸素要

求量（COD）、大腸菌数、n-ヘキサン抽出物質は、全地点において全て環境基準に適合し

ていた｡全窒素（T-N）と全リン（T-P）については、周防灘地域において全地点で環境基

準に適合している｡溶存酸素量は全地点で測定日数の半数以上が環境基準に適合してい

た。 
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(3)その他の環境（地形等） 

事業実施想定区域及びその周辺は、水深が 50m～100m の海域で陸域は含まれない。 

事業実施想定区域及びその周辺は、海底地形は、“平坦”に区分されおり、海底地質は、

細粒砂、中粒砂が分布している。また、重要な地形及び地質は存在しない。 

(4)動物、植物、生態系 

事業実施想定区域及びその周辺は、ハチクマの春季及び秋季の渡りのルートになって

いる可能性がある。 

なお、事業実施想定区域から離れるが、南約 4km に位置する白島は、カラスバト（絶

滅危惧Ⅱ類）及びオオミズナギドリの繁殖地となっている。 

事業実施想定区域及びその周辺は、水深が 50～100m の海域となるため藻場、海草藻

類は存在しない。なお、事業実施想定区域から離れるが、南約 4km に位置する白島には

ホンダワラ・アラメ・ワカメで構成されるガラモ場が確認されている。 

事業実施想定区域及びその周辺には、海棲哺乳類の生息情報は確認されていない。 

なお、事業実施想定区域から離れるが、南東約 10km に位置する藍島周辺にスナメリ

クジラの生息地が確認されている｡ 

(5)景観及び人と自然との触れ合いの活動の場 

事業実施想定区域及びその周辺には、主要な眺望点及び重要な自然景観資源は存在し

ない。なお、事業実施想定区域から離れるが、南約 4km に位置する白島の海岸（砂浜・

礫浜）は、重要な自然景観資源として挙げられる。 

事業実施想定区域及びその周辺に人と自然との触れ合いの活動の場は存在しない。 
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表 4.1-1 計画段階配慮事項の項目 

 

影響要因の区分 

環境要素の区分 土地又は工作物の存在 

及び供用 

環 境 の 自

然 的 要 素

構 成 要 素

の 良 好 な

状 態 の 保

持 

大気環

境 

大気質 
窒素酸化物  

粉じん等  

騒音 
騒音  

超低周波音  

振動 振動  

悪臭 悪臭物質  

水環境 

水質 水の濁り  

水底の底質 有害物質  

地下水 地下水の水質  

土壌環

境・そ

の他の

環境 

地形・地質 重要な地形及び地質  

地盤 
地盤及び斜面の安定

性 
 

土壌 
土壌汚染に関わる環

境基準項目 
 

生 物 の 多

様 性 の 確

保 及 び 自

然 環 境 の

体 系 的 保

全 

植物 
陸域に生育する植物  

海域に生育する植物  

動物 
陸域に生息する動物 ○ 

海域に生息する動物 ○ 

生態系 
地域を特徴づける生

態系 
 

人 と 自 然

と の 豊 か

な 触 れ 合

いの確保 

景観 主要な眺望景観  

人と自然との触れ合い

の活動の場 

人と自然との触れ合

いの活動の場 
 

環 境 へ の

負 荷 の 量

の程度 

温室効果ガス等 温室効果ガス  

その他 

日照 日照阻害  

風害 強風による風害  

その他 
風車の影  

電波障害  
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表 4.1-2 計画段階配慮事項の項目選定理由（1/2） 

項目 
選

定 
選定する理由もしくは選定しない理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

大 気

環境 

大 気

質 

窒 素 酸 化

物 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

粉じん等 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

騒音 

騒音 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

設置海域は民家等から十分距離が離れているた

め（沖合約 7km）、騒音の影響は無いことから計画

段階配慮事項の項目として選定しない。 

超 低 周 波

音 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

設置海域は民家等から十分距離が離れているた

め（沖合約 7km）、超低周波音の影響は無いことか

ら計画段階配慮事項の項目として選定しない。 

振動 振動 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

悪臭 悪臭物質 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

水 環

境 

水質 水の濁り 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

水 底

の 底

質 

有害物質 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

地 下

水 

地 下 水 の

水質 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

土 壌

環境 

 ・ 

そ の

他 の

環境 

地形・

地質 

重 要 な 地

形 及 び 地

質 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

事業実施想定区域は重要な地形及び地質には該

当しない。また、浮体式であるため地形改変はほ

とんどないことから計画段階配慮事項の項目と

して選定しない。 

地盤 

地 盤 及 び

斜 面 の 安

定性 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機は浮体式で洋上に設置されるもので

あり、地盤及び斜面の安定性への影響はほとんど

無いものと考えられるため計画段階配慮事項の

項目として選定しない。 

土壌 

土 壌 汚 染

に 関 わ る

環 境 基 準

項目 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機は浮体式で洋上に設置されるもので

あり、影響は無いことから計画段階配慮事項の項

目として選定しない。 

植物 

陸 域 に 生

育 す る 植

物 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機は洋上に設置されるため計画段階配

慮事項の項目として選定しない。 

海 域 に 生

育 す る 植

物 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

事業実施想定区域には、藻場、魚礁、干潟は存在

しないため計画段階配慮事項の項目として選定

しない。 

動物 

陸 域 に 生

息 す る 動

物 

土地又は工作物

の存在及び供用 
○ 

工作物の存在及び供用による鳥類への影響が生

じる恐れがあるため、計画段階配慮事項の項目と

して選定する。 

海 域 に 生

息 す る 動

物 

土地又は工作物

の存在及び供用 
○ 

工作物の存在及び供用による海棲哺乳類及び海

鳥等への影響が生じる恐れがあるため計画段階

配慮事項の項目として選定する。 
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表 4.1-3 計画段階配慮事項の項目選定理由（2/2） 

項目 
選

定 
選定する理由もしくは選定しない理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

生態系 

地 域 を 特

徴 づ け る

生態系 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

事業実施想定区域には、藻場や干潟等生態系とし

てまとまりのある場は存在しないため計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

景観 
主 要 な 眺

望景観 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

設置海域は主要眺望点までの距離が離れている

ため、景観への影響は無いことから計画段階配慮

事項の項目として選定しない。 

人と自然との

触れ合いの活

動の場 

人 と 自 然

と の 触 れ

合 い の 活

動の場 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

事業実施想定区域に人と自然との触れ合いの活

動の場が存在しないことから計画段階配慮事項

の項目として選定しない。 

温室効果ガス

等 

温 室 効 果

ガス 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

日照 日照阻害 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

風害 
強 風 に よ

る風害 

土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

その他 

風車の影 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機の周囲には住居は存在しないことか

ら影響はないものと考えられ、計画段階配慮事項

の項目として選定しない。 

電波障害 
土地又は工作物

の存在及び供用 
 

風力発電機からの影響は無いことから計画段階

配慮事項の項目として選定しない。 

 

 

環境影響評価における調査、予測及び評価の手法を表 4.1-4 のとおり選定した。調査、予測

及び評価の手法は、本事業の事業特性及び地域特性を踏まえ、「北九州市環境影響評価技術指針」

に基づいて選定した。 

なお、調査、予測及び評価の手法の選定にあたっては、「計画段階配慮手続に係る技術ガイド」

（環境省計画段階配慮技術手法に関する検討会、平成 25 年）を参考にした。 

 

表 4.1-4 環境影響評価の手法 

環境要素 影響要因 調査の手法 予測の手法 評価の方法 

動物（陸域、

海域） 

土地又は工作

物の存在及び

供用 

【調査項目】 

・動物の生息の状況 

・重要な種及び注目す

べき生息地の状況 

【調査方法】 

・既存資料の整理 

重要な種等の分

布状況と事業実

施が想定される

範囲の重ね合わ

せで影響の程度

を予測する。 

予測結果から複数の事

業計画案について環境

影響の程度を比較する。 
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 NEDO の次世代浮体式洋上風力実証研究（要素技術実証）の実施に伴う計画段階の環境影響

評価を実施した。北九州沖を事業実施想定区域とし、風車の設置区域が異なる複数案について

環境影響を検討した。 

計画段階配慮の事項として、本事業の事業特性、及び地域特性を踏まえ、動物（鳥類、海域

に生息する動物）を選定した。 

それらの選定項目について既存資料をもとに予測を実施すると共に複数の設置区域案につい

て比較を行った。その結果、以下の評価がなされた。 

 

・鳥類 

浮体式洋上風車の存在及び供用における鳥類（オオミズナギドリ）への影響について、確

認地点数及び確認個体数で比較したところ、東側(C)の設置区域案で確認地点数及び確認個

体数とも少なく影響が小さいと評価された（表 4.1-5 参照）。 

しかしながら、配慮書段階での予測は、既存文献に基づいており、事業実施想定区域では、

ハチクマ等の渡り鳥、白島を繁殖地とするオオミズナギドリ等をはじめ多くの重要な鳥類が

現地調査で確認される可能性がある。方法書以降の手続きにおいて、これらの飛翔分布、飛

行高度、飛翔経路等の生息情報等について、現地調査を実施した上で具体的な事業計画の進

捗を踏まえ、影響を予測し環境保全措置を検討する。 

 

表 4.1-5 鳥類（オオミズナギドリ）への影響の比較 

 

 

 

 

 

 

1）「平成 26 年度 風力発電等環境アセスメント基礎情報整備モデル事業委託業務報告書－福岡県北九州市情報整

備モデル地区－」（環境省、平成 27 年） 

2）「NEDO 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究-環境影響評価書-」（エコ・パワー株式会社、平成 28 年） 

3）B（中央）の確認個体数は調査測線がないため評価していない。 

 

・海域に生息する動物 

 浮体式洋上風車の供用における海域に生息する動物への影響について、水中音の予測結果

をもとに、その影響範囲における海棲哺乳類（スナメリ）及び魚類（カナガシラ）の確認地

点数を比較した。その結果、いずれの設置区域案においても確認地点数は見られず、設置区

域案による明確な差はないと評価された（表 4.1-6 参照）。 

しかしながら、配慮書段階での予測は、既存文献に基づいており、事業実施想定区域周辺

では海生哺乳類及び魚類等をはじめ多く種が現地調査で確認される可能性がある。方法書以

降の手続きにおいて、これらの生息情報等について、現地調査を実施した上で具体的な事業

計画の進捗を踏まえ、影響を予測し環境保全措置を検討する。 

設置区域 A（西側） B（中央） C（東側） 

確認地点数 1） 5 5 4 

確認個体数 2） 48 －3） 27 
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表 4.1-6 海生動物への影響の比較 

 

 

  

水中音の影響範囲におけ

る確認地点数 
A（西側） B（中央） C（東側） 

海棲哺乳類（スナメリ） 0 0 0 

魚類（カナガシラ） 0 0 0 
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4.2 方法書に至る検討の経緯及びその内容 

計画段階環境配慮として、3 ヶ所の風車の設置区域の違いによる環境への影響を検討した。

鳥類についてはオオミズナギドリを対象とした確認地点数及び個体数を、海域に生息する動物

については、海棲哺乳類（スナメリ）及び魚類（カナガシラ）を対象に風車の水中音の影響範

囲を考慮した確認地点数を比較した。その結果、鳥類については、東側の区域において影響が

小さくなる傾向が見られたが、海生哺乳類及び魚類については、設置区域の違いによる差は見

られなかった。 

配慮書段階以降の検討として、前述の「4.1.4 計画段階配慮事項の検討の総合評価」を踏ま

え、既設の NEDO 次世代浮体式洋上風車との離隔距離、及び周辺の航路からの安全確保の点

から総合的に検討した。 

 

 

 

一般に風車間の離隔距離は、後流の影響を避けるため風車直径の 10 倍以上離すことが望

ましいとされ、事業性の観点から既存風車から 10D（D：風車の直径、10D＝10×140ｍ＝

1,400ｍ）を離した位置とする。 

 

 

事業実施区域が南側にある航路に支障をきたさないよう安全性の観点から、航路から十分

な離隔距離を確保する。 

 

 

事業実施区域周辺では、オオミズナギドリ等の鳥類が生息していることから、調査結果を

踏まえ、確認地点数が少ないエリアを選定した。 

 

以上の 1～3 の観点から風車の設置位置を選定した（図 4.2-1 参照）。 
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出典：「海洋台帳 船舶通航量（2014 年）」（海上保安庁、平成 31 年 3 月） 

 

図 4.2-1 風力発電機の設置位置 

  

事業実施区域(方法書段階) 

風力発電機 

事業実施想定区域(配慮書段階) 

既設の風力発電機 

 

1,400ｍ 

200ｍ 
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第5章 配慮書に対する意見の概要と意見についての事業者の見解 

5.1 配慮書の公告及び縦覧 

 

(1)配慮書の公告及び縦覧 

  北九州市環境影響評価条例第 6 条の 3 第 2 項及び第 3 項の規定に基づき、北九州市が環境

の保全の見地からの意見を求めるため、配慮書の提出があった旨及びその他の事項を公告し、

配慮書の公告の日から起算して 1 月間縦覧に供した。 

 

1) 公告の日 

 令和元年 7 月 1 日（月） 

 

2) 公告の方法 

   令和元年 7 月 1 日（月）付けの北九州市公報（第 4447 号）に公告を掲載した。 

 

3) 閲覧期間 

   令和元年 7 月 1 日（月）から令和元年 7 月 31 日（水）まで 

 

4) 縦覧場所 

   下記の 4 箇所で縦覧を実施した。 

    ・市役所本庁舎環境局環境監視課 ：午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

・若松区役所総務企画課     ：午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

・若松区役所島郷出張所     ：午前 8 時 30 分から午後 5 時まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

・北九州市立文書館       ：午前 9 時 30 分から午後 6 時まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

 

5) 縦覧者数 

    ・総数：1 名 

 

6) ホームページアクセス件数 

・北九州市役所 配慮書公開ページ 

（令和元年 7 月 1 日（月）から令和元年 7 月 31 日（水）まで） 

総数：359 件 
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(2)配慮書についての意見の把握 

  北九州市環境影響評価条例第 6 条の 4 第 1 項の規定に基づき、北九州市が環境の保全の見

地からの意見を有する方の意見書の提出を受け付けた。 

 

1) 意見書の提出期間 

 令和元年 7 月 1 日（月）から令和元年 7 月 31 日（水）までの間 

 

2) 意見書の提出方法 

   ・書面による方法（郵送、FAX 及び持参による提出） 

   ・インターネットによる方法（「北九州市電子申請サービス」による提出） 

 

3) 意見書の提出状況 

   提出された意見書の総数 1 通であった。 
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5.2 環境保全の見地から意見を有する者の意見の概要 

北九州市環境影響評価条例第 6 条の 3 第 1 項の規定に基づき提出した「次世代浮体式洋上風

力発電システム実証研究（要素技術実証）計画段階環境配慮書」に対する環境の保全の見地か

らの意見と、これに対する事業者の見解を表 5.2-1 ～表 5.2-3 に示す。 

 

表 5.2-1 配慮書に対する環境の保全の見地からの意見の概要及び事業者の見解（1/3） 

No. 環境の保全の見地からの意見の概要 事業者の見解 

意

見

書 

1 

1.記述ミスについて 

第 3 章２．動物の生息状況 ①鳥類の状況

（表３．1－29～37）鳥類の種名に誤りがあり

ます。重要な公開文書であるにもかかわらず、

引用した文書をチェックしないまま、誤りを見

過ごしています。アセス文書に対する姿勢が疑

われます。 

（誤）      （正）  

ムラサギサギ   ムラサキサギ 

マミジロキビダキ マミジロキビタキ 

ハシヒロガモ   ハシビロガモ 

キビダキ     キビタキ 

コホバリ     コヒバリ 

コジュウカラ   ゴジュウカラ 

ヒンズイ     ビンズイ 

ハジブトガラス  ハシブトガラス 

記述ミスについては、確認して修正

致します。 

２．第 5 章、6 章の評価結果について 

「オオミズナギドリへの影響について東側

（ｃ）の設置区域が確認地点数及び確認個体数

とも少なく、影響が小さいと評価される（表 5．

1－4 参照）」とあるが、B（中央）に調査側線

がないため個体数が確認できていないのであ

れば、東側（ｃ）に影響が小さいとは言い切れ

ないのではないか。評価は適切ではない。 

配慮書段階では、既存資料に基づく

評価を行いましたが、今後、方法書段

階以降においては、現地調査を行い、

オオミズナギドリの分布傾向を把握

し、評価するように致します。 

３．洋上風力発電の影響を受ける可能性があ

り、配慮すべき主な鳥類の種について 

この度計画されている風車（ローター直径

140m、海面よりの高さ 165m）は、響灘地域に

おいては、これまでにない巨大な規模である。 

ご指摘の「オオミズナギドリ」、「ミ

サゴ」、「ハチクマ」、「カンムリウミス

ズメ」は、重要な種として認識してお

り、また、風車との衝突事例が見られ

る「カモメ類等」についても、今後、 
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表 5.2-2 配慮書に対する環境の保全の見地からの意見の概要及び事業者の見解（2/3） 

No. 環境の保全の見地からの意見の概要 事業者の見解 

意

見

書 

1 

海上に生息し、飛翔する鳥類にとっては大きな

障壁となり、さらに回転するローターに跳ね飛

ばされるという直接的な影響の可能性大であ

ることから、以下の鳥類への影響を予測し、配

慮すること。 

１）オオミズナギドリ（日豪・日ソ渡り鳥条約

掲載種） 

海上を低く飛翔するとされている本種だが、気

象条件（霧や強風の荒天時）等によってはブレ

ード回転範囲を飛翔する可能性がある。 

２）ミサゴ（環境省 RDB（以下、国と言う）：

準絶滅危惧種） 

今春から運転を開始している浮体式洋上風力

発電実証試験機（3000kW 1 基エコ・パワー

（株））の環境アセスにおける調査では、衝突

可能な高度 50m を飛翔するミサゴが複数回観

察されている。2014 年 11 月に響灘地域の洋上

風車ではミサゴの風車への衝突死が発生して

いるが、実効性のある対策は実施されていな

い。この度の計画により、さらに衝突死が増え

る可能性がある。 

３）ハチクマ（国および福岡県：準絶滅危惧種） 

響灘海域の白島では、上空を飛翔する 100 羽

近いハチクマを確認している（2016 年 9 月福

岡県委託調査における日本野鳥の会北九州支

部の観察より）。ハチクマの飛翔は、当支部の

観察結果から、気象条件等によって渡りコー

ス、高度ともに大きく変わることがわかってお

り、響灘海上を渡る際には、洋上風力発電の影

響を受ける可能性がある。 

４）カンムリウミスズメ（国：絶滅危惧Ⅱ類、

福岡県：絶滅危惧ⅠA 類、国指定天然記念物） 

これまで、響灘海域を本種が移動していること

が、研究機関や環境省委託調査によって明らか

になっている。特に建設工事中に影響を受ける

可能性がある。 

方法書以降において、予測・評価の対

象とし、実施可能な範囲で環境保全措

置を検討することと致します。 

 

 

オオミズナギドリは事業実施区域

周辺にて確認される鳥類であるため、

現地調査を実施し、飛翔行動等を確認

して影響を評価していく方針です。 

 

ミサゴについても事業実施区域周

辺にて確認される猛禽類であり、風車

への衝突の可能性もあるので、現地調

査を実施し、飛翔行動等を確認して影

響を評価していく方針です。 

 

 

 

 

 

 

ハチクマについても事業実施区域

周辺を飛翔する可能性があるので、現

地調査を実施し、飛翔行動等を確認し

て影響を評価していく方針です。 

 

 

 

 

 

カンムリウミスズメについても過

去において事業実施区域周辺で確認

されているので、現地調査を実施し、

飛翔行動等を確認して影響を評価し

ていく方針です。 



 

5-5 

表 5.2-3 配慮書に対する環境の保全の見地からの意見の概要及び事業者の見解（3/3） 

No. 環境の保全の見地からの意見の概要 事業者の見解 

意

見

書 

1 

５）カモメ類、ウミウ、ウミアイサ 

上記２）の実証試験機の環境アセスにおける調

査では、カモメ類：25m～60m、ウミウ：25m、

ウミアイサ：30m の飛翔高度が観察されてい

る。 

特にカモメ類は国内外において風車への衝突

事例が多いため、普通種と呼ばれる種に対して

も影響を予測し、配慮をすること。 

ご指摘の鳥類についても、現地調査

を実施し、飛翔行動等を確認して影響

を評価していく方針です。 

 

 

 

４．実効性のある配慮について 

風力発電による鳥類への影響（特に衝突死）に

ついては、国内ではこれまで実効性のある対策

が実施されていないと当支部では認識してい

ます。環境アセスにおいても、当支部の知る限

りにおいては「鳥類への影響は小さいと予測す

る」との評価がほとんどです。しかし、決して

小さいとはいえない鳥類への影響は起きてい

ます。 

豊田通商（株）殿においては、御社 CSR グロ

ーバル行動倫理規範に「環境に配慮した企業活

動を追求、促進します」と掲げています。この

度の事業においては、CSR 方針に見合う、鳥

類をシンボルとした自然環境に配慮・実践する

ことを求めます。 

本事業では、地球温暖化対策に資す

るべく、「再生可能エネルギー」の利用

拡大が期待される次世代浮体式洋上

風力発電システムの開発を目指して

おります。 

しかしながら、洋上風車は、立地条

件によっては野鳥の衝突といった環

境影響が生じることも認識しており

ます。 

本事業では、環境アセスを通して、

知見を収集するとともに現地調査を

実施し、洋上風力発電と野鳥の共存が

図られるよう、可能な限り環境保全措

置を検討する方針です。 
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5.3 配慮書に対する北九州市長の意見と事業者の見解 

北九州市環境影響評価条例第 6 条の 3 第 1 項の規定に基づき提出された「次世代浮体式洋上

風力発電システム実証研究（要素技術実証）計画段階環境配慮書」に対する同条例第 6 条の 5

第 1 項の規定にもとづく市長意見（北九環監環第 1059 号、令和元年 9 月 5 日）と、これに対

する事業者の見解を表 2.4-2 に示す。 
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表 5.3-1 配慮書に対する市長意見概要及び事業者の見解 

市長意見 事業者の見解 

1.鳥類について 

事業実施区域周辺ではオオミズナギドリ

等の鳥類が生息しているため、施設の位置選

定等、事業計画の具体化に当たっては、鳥類

に配慮したものとすること。また、調査、予

測及び評価を行うに当たっては、鳥類への影

響について最新の知見を踏まえること。 

 

 

施設の位置選定等、事業計画の具体化につ

いては、オオミズナギドリ等の鳥類にも配慮

致します。 

また、調査、予測及び評価を行うに当たっ

ては、専門家へのヒアリング等を行い、最新

の知見を踏まえ実施することと致します。 

2.海棲哺乳類について 

 海棲哺乳類への影響について、事業実施区

域周辺の適切な範囲で調査、予測及び評価を

行うこと。 

 

 

 

 海棲哺乳類への影響については、これまで

事業実施区域周辺で実施されたアセスの調

査結果を参考にしながら、風車の影響が想定

される範囲において調査、予測及び評価を行

うことと致します。 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 章 

方法書に対する意見の概要と意見についての事業者の見解 
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第6章 方法書に対する意見の概要と意見についての事業者の見解 

6.1 方法書の公告及び縦覧 

(1)方法書の公告及び縦覧 

  北九州市環境影響評価条例第 8 条第 2 項の規定に基づき、北九州市が環境の保全の見地か

らの意見を求めるため、方法書を作成した旨及びその他の事項を公告し、方法書の公告の日

から起算して 1 月間縦覧に供した。 

 

1) 公告の日 

 令和 2 年 5 月 1 日（金） 

 

2) 公告の方法 

   令和 2 年 5 月 1 日（金）付けの北九州市公報（第 4643 号）に公告を掲載した。 

 

3) 閲覧期間 

   令和 2 年 5 月 1 日（金）から令和 2 年 6 月 1 日（月）まで 

 

4) 縦覧場所 

   下記の 4 箇所で縦覧を実施した。 

    ・市役所本庁舎環境局環境監視課 ：午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

・若松区役所総務企画課     ：午前 8 時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

・若松区役所島郷出張所     ：午前 8 時 30 分から午後 5 時まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

・北九州市立文書館       ：午前 9 時 30 分から午後 6 時まで 

                       （土・日曜日・祝日を除く）  

 

5) 縦覧者数 

    ・総数：1 名 

 

6) ホームページアクセス件数 

・北九州市役所 方法書公開ページ 

（令和 2 年 5 月 1 日（金）から令和 2 年 6 月 1 日（月）まで） 

総数：711 件 
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(2)方法書についての意見の把握 

  北九州市環境影響評価条例第 9 条第 1 項の規定に基づき、北九州市が環境の保全の見地か

らの意見を有する方の意見書の提出を受け付けた。 

 

1) 意見書の提出期間 

 令和 2 年 5 月 1 日（金）から令和 2 年 6 月 15 日（月）までの間 

 

2) 意見書の提出方法 

   ・書面による方法（郵送、FAX 及び持参による提出） 

   ・インターネットによる方法（「北九州市電子申請サービス」による提出） 

 

3) 意見書の提出状況 

   提出された意見書の総数 1 通であった。 
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6.2 環境保全の見地から意見を有する者の意見の概要 

北九州市環境影響評価条例第 9 条の第 1 項の規定に基づき提出した「次世代浮体式洋上風力

発電システム実証研究（要素技術実証）環境影響評価方法書」に対する環境の保全の見地から

の意見と、これに対する事業者の見解を表 6.2-1～表 6.2-3 に示す。 

 

表 6.2-1 方法書に対する環境の保全の見地からの意見の概要及び事業者の見解（1/3） 

 

  

No. 意見 事業者の見解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意

見 

1 

●２．３．３事業実施区域について 

 配慮書審査会において「そもそも狭いＡＢＣの区画設定

の中で選んでも意味があるのか」と指摘があったが、Ｃ区画

を選定した理由としてオオミズナギドリの主要ルートを避

けたとあるが、その根拠となるデータを明示すること。 

C 区画に選定した理由については、方法

書の 4-10～4-12 頁に記載しております。

根拠となるデータは、「平成 26 年度風力発

電等環境アセスメント基礎情報整備モデ

ル事業委託業務報告書-福岡県北九州市情

報整備モデル地区-」（環境省、平成 27 年）

及び「NEDO 次世代浮体式洋上風力発電

システム実証研究-環境影響評価書-」（エ

コ・パワー株式会社、平成 28 年）のオオ

ミズナギドリの確認地点となります。デー

タから、東側にいくほど少ない傾向となる

ため、最も東側になる C 区画を選定致し

ました。 

●表６．２－２（２）（３）動物に係わる調査、予測及び評

価手法について 

１）国内では沖合に風力発電施設を設定した場合に発生す

る環境影響に関する知見がほとんど少ない状況の中、知見

の多い海外の洋上風力発電計画に対する海鳥調査を参考に

し、実施する必要がある。（以下参照） 

〈海外の洋上風力発電計画に対する海鳥調査の考え方〉（A．

d．Fox et al 2006.Ｉ．Ⅿ．Ｄ．Maclean et al 2009） 

・1 年を通して十分長い期間を確保し、一時期に集中させな

い。 

・最低 2 年間以上 

・船舶は年 12 回以上（年間を通じて毎月実施） 

・季節的な最大個体数を特定（生息地放棄を評価） 

・平均個体数を特定できるよう十分な調査頻度を確保 

・季節的環境利用パターンを特定 

 

 

ご指摘のとおり洋上風車の環境影響に

関する知見は十分とは言えませんが、本事

業では、これまで当該海域において実施さ

れてきた洋上風車に関する環境省及び

NEDO 事業等の調査結果を活用するとと

もに現地調査として船舶トランセクト調

査及び洋上定点調査を行い、鳥類の生息状

況の把握に努めました。（準備書 8.4.陸

生動物（鳥類）参照） 
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表 6.2-2 方法書に対する環境の保全の見地からの意見の概要及び事業者の見解（2/3） 

  

No. 意見 事業者の見解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意

見 

1 

２）５．調査期間等について 

 【現地調査】 

 ａ．船舶トランセクト調査 

  ・オオミズナギドリの行動範囲等を正確に把握するた

め、夏季・秋季に各 1 回だけではなく、それ以上に調査回

数を増やし、出来得る限り綿密な調査をすること。 

ご指摘のとおり、オオミズナギドリ等の

鳥類の行動を正確に把握するため、船舶ト

ランセクト調査の調査時期は春季、繁殖

期、夏季、秋季、冬季とし、また、調査範

囲についても測線を 3 本から 5 本に増や

して調査を実施しました。（準備書 図

7.2-4 参照） 

 ・冬季においては、越冬のため飛来するウミウ、ヒメウ、

カンムリカイツブリ、カモメ類等の生息状況を正確に把握

するため、又、荒天が多く調査不可の日が予想されるため、

冬季の調査予定日数を増やし、出来得る限り綿密な調査を

すること。 

冬季（12 月）においても船舶トランセク

ト調査を実施し、ご指摘のウミウ、ヒメウ、

及びカモメ類等を確認しております。な

お、カンムリカイツブリは春季（3 月）に

確認しております。（準備書 表 8.4-7 現

地調査における鳥類の確認種一覧 参照） 

  ｂ．洋上定点調査 

  ・ハチクマの渡り調査において、特に秋季は東よりもし

くは南よりのやや強い風の時に響灘海上を渡るハチクマが

多くなることが予想されるため、そのために調査予定日数

を増やし、出来得る限り綿密な調査をすること。 

 

渡りについては、洋上に 2 測点を設定し

春季と秋季に調査を行いましたが、ハチク

マは確認されませんでした。なお、既往資

料においては、陸上の風師山及び響灘緑地

の調査において確認されております。（準

備書 図 8.4-27 ハチクマの飛翔経路（既

往調査；春季、秋季）、図 8.4-28 ハチク

マの飛翔経路（既往調査；秋季） 参照） 

３）６．予測の基本的な手法について 

 そもそも一施設当たりの年間衝突数が何羽以下であれば

影響が軽微であるという基準は一切論じられた事は無く、

あくまでも事業者自身の見解である。さらに、日本国内に生

息する鳥類の個体群に対して、回避率を算出した報告事例

が無いことや、回避率は立地条件や気象に大きく影響を受

ける（「鳥類衝突リスクモデルによる風力発電影響評価」：

竹内 亨）ことから、年間衝突数の計算は、オオミズナギド

リ等には当てはまらない。いかにもバードストライクの確

率・衝突数が極めて小さいことを印象付けるための計算と

言えるため、参考にならない。 

 

バードストライクの予測については、事

例が少ない状況にありますが、環境省の

「鳥類等に関する風力発電施設立地適正

化のための手引き」（平成 23 年）をもとに

現地の調査結果を踏まえ、適切に予測を行

いました。（準備書 8.4.3 予測（土地又は

工作物の存在及び供用）参照） 
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表 6.2-3 方法書に対する環境の保全の見地からの意見の概要及び事業者の見解（3/3） 

 

 

  

No. 意見 事業者の見解 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意

見 

1 

４）１０．評価手法について 

 （１）影響の回避・低減 

日本国内における風車によるバードストライク事例数は、

2015 年時点の 341 羽から、2019 年時点では 569 羽となっ

た（（公財）日本野鳥の会 2019 年 6 月更新公表。この数字

は NEDO 及び環境省から報告の数字も含まれている）。 

風力発電事業者は衝突の瞬間でも見ない限り風車によるバ

ードストライクとは認めない傾向があること、及び発見さ

れない死骸数を勘案すれば、実際の衝突数はこれらの数字

の数倍から 10 倍くらいと推測する。 

現時点において、事業者による実効性ある回避・低減策は無

いに等しく、野生生物への影響を評価する環境アセスの形

骸化が危惧される今日、実効性ある対策の実施を強く求め

る。 

 

鳥類への影響の回避・低減については、

環境保全措置に関する知見を収集し、実施

可能な環境保全措置を検討するとともに、

予測の不確実性を補うために事後調査を

計画しております。（準備書 8.4.6 事後調

査 参照） 

●累積環境影響評価の必要性について 

 すでに稼働中のパージ型（3000kw1 基エコパワー社）浮

体式風車とこの度の計画は、隣接した海域であり、鳥類にと

っては障壁効果が増すことになる。 

環境アセス委託業者は同じであり、又、共同事業者について

も同じ業者があることから、相互の情報共有は可能と思わ

れるため、累積評価を行うことを求める。 

以上 

 

ご指摘の通り、鳥類への影響については

隣接する NEDO 次世代浮体式風車（3MW

バージ型）を含めて、累積的な影響を予測

評価しております。（準備書 8.4.3 予測

（土地又は工作物の存在及び供用）参照） 
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6.3 方法書に対する北九州市長の意見と事業者の見解 

北九州市環境影響評価条例第 8 条第 1 項の規定に基づき提出された「次世代浮体式洋上風力

発電システム実証研究（要素技術実証）計画段階環境配慮書」に対する同条例第 10 条第 1 項

の規定にもとづく市長意見（北九環監環第 823 号、令和 2 年 7 月 28 日）と、これに対する事

業者の見解を表 2.4-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

6-7 

表 6.3-1 方法書に対する市長意見概要及び事業者の見解 

市長意見 事業者の見解 

1.鳥類に係る環境影響調査ついて 

事業実施区域の周辺にはオオミズナギド

リ等の鳥類が生息していることから、鳥類の

影響について、最新の知見を踏まえ、適切に、

予測評価を行うこと。 

 

 

鳥類の影響については、「響灘の自然環境・

社会的状況 調査報告書」（北九州市、令和 2

年）」及び「NEDO 次世代浮体式洋上風力発

電システム実証研究-環境影響評価書-」（エ

コ・パワー株式会社、平成 28 年）」等の最新

の知見を踏まえ、調査、及び予測評価を行い

ました。（準備書 8.4 陸生動物（鳥類）参照） 

 

2.海底ケーブルの敷設工事の影響について 

 海底ケーブルの敷設工事に伴う藻場や底

生生物への影響について、適切な方法で予測

評価を行うこと。 

 

藻場や底生生物については、海底ケーブル

の敷設工事に伴う影響が考えられるため、環

境影響評価項目とし選定し、調査、予測評価

を行いました。（準備書 8.3 海生植物、8.5 海

生生物（底生生物）参照） 

 
 
 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7 章 

対象事業に係る環境影響評価の項目並びに 

調査及び評価の手法 
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第7章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査及び評価の手法 

7.1 環境影響評価の項目の選定及び理由 

 

環境影響評価を行う項目の選定にあたっては、「北九州市環境影響評価技術指針」及び

本事業が発電所の設置事業であることを踏まえ、「発電所の設置または変更の工事の事業

に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価

の手法に関する指針、環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を

合理的に行うための手法を選定するための指針並びに環境の保全のための措置に関する

指針等を定める省令」（平成 10 年通商産業省令第 54 号）（以下「発電所アセス省令」と

いう。）を参考にした。 

具体的には、「発電所アセス省令」第 21 条第 1 項第 5 号に定める「風力発電所 別表

第 5 備考第 2 号」に掲げる一般的な事業の内容と本事業の内容の相違を把握した上で 

（表 7.1-2）、事業実施区域及びその周辺の地域特性を踏まえ、発電所アセス省令及び北

九州市環境影響評価指針別表第 1 に示す参考項目のうち、本事業の影響が及ぶおそれが

ある環境要素を表 7.1-2 のとおり選定した。 

 

 

 

本事業における工事の実施に関する内容は次のとおりであり、一般的な事業の内容

と比較した結果を表 7.1-1 に示す。 

・浮体式洋上風車は、着床式洋上風車と異なり、港湾域で組立を行い実証海域まで

曳航することを予定しているため、事業実施区域での工事はほとんどない。従っ

て、工事用資機材等の事業実施区域における搬出入は行わない。 

・建設機械の稼動として、浮体式洋上風車を位置保持するためのアンカーを設置す

るために起重機船を使用することを予定する。また、ケーブル敷設のための作業

船を想定している。ケーブル敷設は、一部において埋設することを想定している。 

・造成等の施工として、浮体式洋上風車では着床式洋上風車と異なり、掘削、地盤

改良等による敷地の整地は行わない。 

 

 

土地又は工作物の存在及び供用に関する内容は、概ね以下のとおりである。また、

一般的な事業の内容と比較した結果を表 7.1-1 に示す。 

・施設の存在として、設置された浮体式洋上風車、係留設備及び海底ケーブルが存

在するが、地形改変は行わない。 

・施設の稼働として、設置された浮体式洋上風車の運転を行う。 

・資機材等の搬出入について、浮体式洋上風車の存在及び供用後の資機材の搬出入

はない。 

・廃棄物の発生について、浮体式洋上風車の存在及び供用後の廃棄物は発生しない。 
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表 7.1-1 一般的な事業と本事業の内容の比較 

影響要因の区分 一般的な事業の内容 本事業の内容 比較の結果 

工
事
の
実
施
に
関
す
る
内
容 

工事用資材
等の搬出入 

工事用資機材の搬出入と
して、建築物、工作物等の
建築工事に必要な資材の搬
出入、工事関係者の通勤、
残土、伐採樹木、廃材の搬
出を行う。 

港湾域で組立を行い実
証海域まで曳航すること
を予定しているため、事
業実施区域での工事はほ
とんどない。従って、工
事用資機材等の事業実施
区域における搬出入は行
わない。 

残土、廃材等
の廃棄物は発生
せず、工事用車
両の走行も無い
ため、一般的な
事業より建設機
械の稼働は少な
い。 

建設機械の
稼働 

建設機械の稼働として、
建築物、工作物等の設置工
事（既設工作物の撤去又は
廃棄を含む。）を行う。なお、
海域に設置される場合は浚
渫工事を含む。 

建設機械の稼動とし
て、浮体式洋上風車を位
置保持するためのアンカ
ーを設置するために起重
機船を使用することを予
定する。また、ケーブル
敷設のための作業船を想
定しているが、浚渫工
事、港湾工事は行わな
い。 

地形改変、浚
渫工事、港湾工
事は行わないた
め、一般的な事
業より建設機械
の稼働は少な
い。 

造成等の施
工による一
時的な影響 

造成等の施工として、樹
木の伐採等、掘削、地盤改
良、盛土等による敷地、搬
入道路の造成、整地を行う。
なお、海域に設置される場
合は、海底の掘削等を含む。 

造成等の施工として、
掘削、地盤改良等による
敷地の整地は行わない。 

通常の海域工
事に見られる大
きい掘削や地盤
改良等の工事を
行わないため、
一般的な事業よ
り工事量は少な
い。 

土
地
又
は
工
作
物
の
存
在
及
び
供
用
に
関
す
る
内
容 

地形改変及
び施設の存
在 

 地形改変及び施設の存在
として、地形改変等を実施
し建設された風力発電を有
する。 

施設の存在として、設
置された浮体式洋上風
車、係留設備及び海底ケ
ーブルが存在するが、地
形改変は行わない。 

洋上の浮体式
であるため、地形
の改変は伴わな
い。 

施設の稼働 

施設の稼働として、風力
発電所の運転を行う。 

施設の稼働として、設
置された浮体式洋上風車
の運転を行う。 

一般的な事業
の内容と同様で
あるが、離岸距離
の遠い洋上であ
る。 

資材等の搬
出入 

資材等の搬出入として、
定期点検時等の発電用資材
等の搬入、作業員の通勤を
伴う。 

定期点検時における船
舶を利用した作業員の搬
出入が想定される。 

船舶での作業
員の運搬のみで
あるため、一般の
事業のような資
機材の搬出入は
ない。 

廃棄物の発
生 

風力発電所からの産業廃
棄物は発生しない。 

風力発電所からの産業
廃棄物は発生しない。 

一般的な事業
の内容と同様で
あり、廃棄物は発
生しない。 
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表 7.1-2 環境影響評価を行う項目の選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）ハッチング箇所は方法書から追加した項目を示す。 

  

工
事
用
資
機
材
の
搬
出
入

建
設
機
械
の
稼
働

ケ
ー

ブ
ル
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在

施
設
の
稼
働

窒素酸化物

粉じん等

騒音 騒音

振動 振動

悪臭 悪臭物質

水質 水の濁り ○

水底の底質 有害物質 ○

地下水 地下水の水質

地形・地質 重要な地形及び地質

地盤 地盤及び斜面の安定性

土壌 土壌汚染に関わる環境基準項目

陸生植物 重要な種及び重要な群落

海生植物 重要な種及び重要な群落 ○

陸生動物 重要な種及び注目すべき生息地

海生動物 重要な種及び注目すべき生息地 ○

地域を特徴づける生態系

主要な眺望景観

主要な人と自然との触れ合いの活動の
場

産業廃棄物

残土

温室効果ガス

日照阻害

強風による風害

低周波音

風車の影

電波障害

その他

日照

風害

低周波音

その他

人と自然との豊か
な触れ合いの確保

景観

人と自然との触れ合いの活動
の場

環境への負荷の量
の程度

廃棄物等

温室効果ガス等

生物の多様性の確
保及び自然環境の
体系的保全

植物

動物
○

○

生態系

                                  　　　　 　　　影 響 要 因 の 区 分

   環 境 要 素 の 区 分

工事の実施
土地又は工
作物の存在
及び供用

環境の自然的要素
構成要素の良好な
状態の保持

大気環境

大気質

水環境

土壌環境・
その他の環境
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環境影響評価を行う項目として、環境要素の区分毎に、それぞれの環境要因を考慮し、

選定する理由は表 7.1-3 に、選定しない理由は表 7.1-4～表 7.1-6 にそれぞれ示すとお

りである。 

 

表 7.1-3 環境影響評価を行う項目として選定する理由 

環境影響評価の項目 
環境影響評価を行う項目として選定する理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

水

環

境 

水質 水の濁り 

ケーブル等の施

工による一時的

な影響 

風車の設置は、洋上での浮体式の据付のみであ

り、影響はほとんど無いものと考えられるが、海底

ケーブルの埋設箇所において、一部濁りが生じる

恐れがあるため、評価項目として選定する。ただ

し、海底ケーブルは藻場繁茂域を避けて実施する

ことから、埋設箇所の状況から、影響が無いと想定

された場合は選定項目から除外する。 

水底の 

底質 
有害物質 

ケーブル等の施

工による一時的

な影響 

風車の設置は、洋上での浮体式の据付のみであ

り、影響はほとんど無いものと考えられるが、海底

ケーブルの埋設箇所において一部底質の巻上げが

生じる恐れがあり、底質中に蓄積されている可能

性がある有害物質が海水中に拡散する恐れがある

ため、評価項目として選定する。 

植
物 

海生植物 
重要な種及び重

要な群落 

ケーブル等の施

工による一時的

な影響 

海底ケーブル工事は藻場等の群落を回避するこ

とから、影響はほとんど無いものと考えられるが、

存在する場合には、海底ケーブルの埋設箇所にお

いて一部濁りが生じ、藻場に影響を与える恐れが

あるため、評価項目として選定する。 

なお、海底ケーブル上に藻場が無い場合には、予

測評価は行わないこととする。 

動
物 

陸生動物 
重要な種及び注

目すべき生息地 

地形改変及び施

設の存在、施設

の稼働 

風力発電施設の存在・稼働による渡り鳥等のバ

ードストライク、生息域攪乱等の影響が生じる恐

れがあるため、評価項目として選定する。なお、海

鳥についても陸生動物の中で扱うこととする。 

海生動物 
重要な種及び注

目すべき生息地 

ケーブル等の施

工による一時的

な影響 

洋上での浮体式の据付のみであり、影響はほと

んど無いものと考えられるが、海底ケーブルの埋

設箇所において、底生生物に影響を生じる恐れが

あるため、評価項目として選定する。 

地形改変及び施

設の存在、施設

の稼働 

風力発電施設の存在・稼働による海生哺乳類、魚

介類への影響が生じる恐れがあるため、評価項目

として選定する。 
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表 7.1-4 環境影響評価を行う項目として選定しない理由（1/3） 

項 目 
環境影響評価を行う項目として選定しない理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

大
気
環
境 

大気質 

窒素酸化物 

工事用資機材の搬出

入 

工事用資機材の搬出入は海上輸送となることか

ら、影響はほとんど無いものと考えられるため、評

価項目として選定しない。 

建設機械の稼働 

洋上での浮体式の据付のみであり、影響はほと

んど無いものと考えられるため、評価項目として

選定しない。 

粉じん等 

工事用資機材の搬出

入 

工事用資機材の搬出入は海上輸送となることか

ら、影響はほとんど無いものと考えられるため、評

価項目として選定しない。 

建設機械の稼働 

洋上での浮体式の据付のみであり、影響はほと

んど無いものと考えられるため、評価項目として

選定しない。 

騒音 騒音 

工事用資機材の搬出

入 

工事用資機材の搬出入は海上輸送となることか

ら、影響はほとんど無いものと考えられるため、評

価項目として選定しない。 

建設機械の稼働 

洋上での浮体式の据付のみであり、影響はほと

んど無いものと考えられるため、評価項目として

選定しない。 

施設の稼働 

事業実施区域から学校・病院等の特に配慮が必

要な施設までの最短距離は約 9km であり、また、事

業実施区域から最寄りの住居までの距離は約 8km

以上であることから、距離が十分離れており、影響

はほとんど無いものと考えられるため、評価項目

として選定しない。 

振動 振動 

工事用資機材の搬出

入 

工事用資機材の搬出入は海上輸送となることか

ら、影響はほとんど無いものと考えられるため、評

価項目として選定しない。 

建設機械の稼働 

洋上での浮体式の据付のみであり、影響はほと

んど無いものと考えられるため、評価項目として

選定しない。 

悪臭 悪臭 施設の稼働 

風力発電施設からの悪臭は出ないことから、影

響は無いと考えられるため、評価項目として選定

しない。 

水
環
境 

水質 水の濁り 施設の稼働 

風力発電施設の設置工事に使用する建設機械は

船舶であり、水質環境に及ぼす影響はほとんど無

いものと考えられるため、評価項目として選定し

ない。 

水底の底

質 
有害物質 

建設機械の稼働 

風力発電施設の設置工事に使用する建設機械は

船舶であり、底質環境に及ぼす影響はほとんど無

いものと考えられるため、評価項目として選定し

ない。 

ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

洋上での浮体式の据付のみであり、影響はほと

んど無いものと考えられる。海底ケーブルの埋設

箇所においても、一部濁りの発生は想定されるが、

底質の大きい攪乱は無いものと考えられるため、

評価項目として選定しない。 

地下水 地下水の水質 
地形改変及び施設の

存在 

洋上での浮体式の据付のみであり、影響はほと

んど無いものと考えられるため、評価項目として

選定しない。 
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表 7.1-5 環境影響評価を行う項目として選定しない理由（2/3） 

項 目 
環境影響評価を行う項目として選定しない理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

土
壌
環
境
・
そ
の
他
の
環
境 

地形・ 

地質 

重要な地形及

び地質 

地形改変及び施設の

存在 

事業実施区域は重要な地形及び地質には該当し

ない。また、浮体式であるため地形改変はほとんど

ないことから、評価項目として選定しない。 

地盤 
地盤及び斜面

の安定性 

ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

風力発電機は浮体式で洋上に設置されるもので

あり、地盤及び斜面の安定性への影響はほとんど

無いものと考えられるため、評価項目として選定

しない。 

地形改変及び施設の

存在 

事業実施区域は重要な地形及び地質には該当し

ない。また、浮体式であるため地形改変はほとんど

ないことから、評価項目として選定しない。 

土壌 

土壌汚染に関

わる環境基準

項目 

ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

風力発電機は浮体式で洋上に設置されるもので

あり、浮体式の据付のみであることから、影響は無

いものと考えられるため、評価項目として選定し

ない。 

地形改変及び施設の

存在 

風力発電機は浮体式で洋上に設置されるもので

あり、影響はほとんど無いものと考えられるため、

評価項目として選定しない。 

植
物 

陸生植物 
重要な種及び

重要な群落 

ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

風力発電機は洋上に設置されるものであること

から、影響は無いものと考えられるため、評価項目

として選定しない。 

地形改変及び施設の

存在 

風力発電機は洋上に設置されるものであること

から、影響は無いものと考えられるため、評価項目

として選定しない。 

海生植物 
重要な種及び

重要な群落 

地形改変及び施設の

存在 

風力発電機は浮体式で洋上に設置されるもので

あり、浮体式の据付のみであることから、影響はほ

とんど無いものと考えられるため、評価項目とし

て選定しない。 

動
物 

陸生動物 

重要な種及び

注目すべき生

息地 

ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

風力発電機は浮体式で洋上に設置されるもので

あり、浮体式の据付のみであることから、工事は短

期間であり、周囲に生息する動物に影響が生じる

可能性はほとんど無いものと考えられるため、評

価項目として選定しない。 

生態系 
地域を特徴づ

ける生態系 

ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

「発電所に係る環境影響評価の手引」（経済産

業省、平成 31 年）によれば、海域の生態系に

ついては、種の多様性や種々の環境要素が複

雑に関与し最新の知見においても未解明な部

分があるとされることから、評価項目として

選定しない。 

地形改変及び施設の

存在、 
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表 7.1-6 環境影響評価を行う項目として選定しない理由（3/3） 

項 目 
環境影響評価を行う項目として選定しない理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

景観 
主要な眺望景

観 

地形改変及び施設の

存在、施設の稼働 

事業実施区域は、主要眺望点までの距離が離れ

ており、視野角 2 度以内の範囲は人が住んでいな

いことから、景観への影響は少ないものと考えら

れるため、評価項目として選定しない。 

人と自然との

触れ合いの活

動の場 

主要な人と自

然との触れ合

いの活動の場 

工事用資機材の搬出

入 

工事用資機材の搬出入は海上輸送となることか

ら、影響はほとんど無いものと考えられるため、評

価項目として選定しない。 

地形改変及び施設の

存在 

事業実施区域内に主要な人と自然との触れ合い

の活動の場が存在しないことから、影響は無いも

のと考えられるため評価項目として選定しない。 

廃棄物等 

産業廃棄物 
ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

ケーブル等の施工に伴う廃棄物は発生しないこ

とから、影響は無いと考えられるため評価項目と

して選定しない。 

残土 
ケーブル等の施工に

よる一時的な影響 

ケーブル等の施工に伴う残土は発生しないこと

から、影響は無いと考えられるため評価項目とし

て選定しない。 

温室効果ガス

等 

温室効果ガス

等 
施設の稼働 

風力発電施設からの温室効果ガス等の発生は想

定されず、影響は無いと考えられるため、評価項目

として選定しない。 

日照 日照障害 
地形改変及び施設の

存在、施設の稼働 

事業実施区域は沖合洋上であり、風力発電施設

による日照障害の影響は無いと考えられるため、

評価項目として選定しない。 

風害 
強風による風

害 

地形改変及び施設の

存在、施設の稼働 

事業実施区域は沖合洋上であり、風害を発生さ

せる要因は考えられないため、評価項目として選

定しない。 

低周波音 低周波音 施設の稼働 

事業実施区域から学校・病院等の特に配慮が必

要な施設までの最短距離は約 9km であり、また、事

業実施区域から最寄りの住居までの距離は約 8km

以上であることから、距離が十分離れており、影響

はほとんど無いものと考えられるため、評価項目

として選定しない。 

その他 

風車の影 施設の稼働 

事業実施区域は沖合洋上であり、風力発電施設

周囲には住居は存在しないことから、シャドーフ

リッカーの影響は無いと考えられるため、評価項

目として選定しない。 

電波障害 施設の稼働 

事業実施区域の周辺には陸空自衛隊等の無線設

備及び使用範囲は存在しない。また、事業実施区域

の周辺には、民家はないためテレビの電波障害の

影響はない。船舶無線については、風車の面積は限

定的で電波の遮蔽域はほとんどなく、電波障害は

起こらないと考えられるため、評価項目として選

定しない。 
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第8章 調査の結果の概要並びに予測及び評価の結果 

8.1 水環境（水質：水の濁り） 

 

 

事業実施区域周辺における浮遊物質量（SS）は、全測点において、SS の平均値は

1.0mg/L 未満～4.8mg/L の範囲であった。白島に近い響灘海域の H7 では、平成 19 年

度に最大値 3.0mg/L となっているが、平成 20 年度以降、最大値 1mg/L 程度で推移して

いる。 

一方、響灘西地区埋立地周辺の No8 及び No11 においては変動が大きく、No8 では平

均値 1.0～4.0mg/L、最大値 1.0～7.0mg/Lの範囲にあり、No11では平均値1.0～5.0mg/L、

最大値 1.0～8.0mg/L の範囲にあった。また、経年的な変動の傾向は認められなかった。 

「NEDO 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究-環境影響評価書-」（エコ・パワ

ー株式会社、平成 28 年 12 月）の調査結果は、測点 A（白島の近傍）における浮遊物質

量は、表層及び中層で 1mg/L 未満、底層で 1mg/L であった。水温、塩分、DO 及び濁度

の鉛直分布は、ほぼ一様な分布であった。 

 

 

現地調査における浮遊物質量を表 8.1-1 に示す。各測点とも概ね 1mg/L 未満から

2mg/L の範囲であった。 

また、水温、塩分、DO 及び濁度の鉛直分布は、ほぼ一様であった。 

 

表 8.1-1 水質（浮遊物質量）の測定結果 

                      試料採取日：令和 3 年 7 月 3 日、単位：mg/L 

分析層 St.1 St.2 St.3 St.4 

表層 2 1 2 〈1 

中層 1 〈1 〈1 〈1 

底層 2 〈1 〈1 2 
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注 1)既存資料調査の凡例は、「北九州市の環境」（北九州市環境局、平成 19 年度版～平成 29 年度版）、「NEDO 次

世代浮体式洋上風力発電システム実証研究-環境影響評価書-」（エコ・パワー株式会社、平成 28 年）、「響

灘西地区埋立工事環境モニタリング調査」（電源開発株式会社・ひびき灘開発株式会社）より引用した。 

注 2)枠内は水質の類型指定を示す。 

図 8.1-1 水質の調査地点（既存資料） 

  

公共用水域水質測定点(北九州市環境局)  

 

 

NEDO 次世代浮体式洋上風力発電実証研究調査 

 響灘西地区埋立工事環境モニタリング調査 

事業実施区域 

風力発電機 

海底ケーブル 

A 

No8 

No11 響灘及び周防灘： 
A 類型、Ⅱ類型 

筑前海：A 類型 

公共用水域：海域の類
型指定ライン 
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図 8.1-2 水質に関する調査位置（現地調査） 

 

  

水質調査測点(St.1～St.4) 

St.4 は対照区  

事業実施区域 

風力発電機 

海底ケーブル 

St.1 

St.2 

St.3 

St.4 
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海域工事に伴う水の濁りの拡散予測結果を図 8.1-3～図 8.1-5 に示す。「水産用水基準 

第 7 版（2012 年版）」（（社）日本水産資源保護協会、平成 25 年、以下「水産用水基準」

とする。）において提案されている基準値である 2mg/L（人為的に加えられる懸濁物質

（水の濁り））を超える範囲は、流下方向に 2m、流れと直角方向に 2m である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）網掛けは、水の濁りが 2.0mg/L を超える値を示す。 

     図 8.1-3 水の濁りの拡散予測結果（St.1） 

  

濁り発生場

所からの距

離 

流下方向（m） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

 

 

 

流 

れ 

と 

直 

角 

方 

向 

（m） 

0 - 3.7  1.9  1.1  0.7  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.0  

1 3.7  2.7  1.7  1.0  0.6  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.0  

2 1.9  1.7  1.2  0.8  0.5  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  0.0  

3 1.1  1.0  0.8  0.6  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  0.0  

4 0.7  0.6  0.5  0.4  0.3  0.2  0.2  0.1  0.1  0.0  0.0  

5 0.4  0.4  0.3  0.3  0.2  0.2  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  

6 0.3  0.3  0.2  0.2  0.2  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  

7 0.2  0.2  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  

8 0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

9 0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

10 0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  
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注）網掛けは、水の濁りが 2.0mg/L を超える値を示す。 

     図 8.1-4 水の濁りの拡散予測結果（St.2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）網掛けは、水の濁りが 2.0mg/L を超える値を示す。 

     図 8.1-5 水の濁りの拡散予測結果（St.3） 

濁り発生場

所からの距

離 

流下方向（m） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

 

 

 

流 

れ 

と 

直 

角 

方 

向 

（m） 

0 - 4.4  2.3  1.3  0.8  0.5  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  

1 4.4  3.3  2.0  1.2  0.8  0.5  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  

2 2.3  2.0  1.4  1.0  0.6  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  

3 1.3  1.2  1.0  0.7  0.5  0.3  0.2  0.2  0.1  0.1  0.0  

4 0.8  0.8  0.6  0.5  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  0.0  

5 0.5  0.5  0.4  0.3  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  

6 0.3  0.3  0.3  0.2  0.2  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  

7 0.2  0.2  0.2  0.2  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  

8 0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  

9 0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

10 0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

濁り発生場

所からの距

離 

流下方向（m） 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

 

 

 

流 

れ 

と 

直 

角 

方 

向 

（m） 

0 - 4.7  2.4  1.4  0.8  0.5  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  

1 4.7  3.5  2.1  1.3  0.8  0.5  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  

2 2.4  2.1  1.5  1.0  0.7  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  

3 1.4  1.3  1.0  0.8  0.5  0.4  0.2  0.2  0.1  0.1  0.0  

4 0.8  0.8  0.7  0.5  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  0.0  

5 0.5  0.5  0.4  0.4  0.3  0.2  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  

6 0.3  0.3  0.3  0.2  0.2  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  

7 0.2  0.2  0.2  0.2  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  

8 0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  

9 0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

10 0.1  0.1  0.1  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  
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海底ケーブル敷設に伴う水の濁りの影響を低減するための環境保全措置は、以下に示す

とおりである。 

・海底ケーブルの埋設範囲は、可能な限り最小限とする。 

・荒天等により工事工程が厳しくなる場合は、工事計画の調整により工事量の平準化を

図り、埋設等の工事が集中しないように努める。 

・工事に際しては、定期的に会議等を行い、環境保全措置を工事関係者に周知徹底する。 

 

 

水の濁りの影響に対する評価結果を以下に示す。 

(1)環境影響の回避・低減に関する評価 

水の濁りの影響を低減するための環境保全措置を講じることにより、海域工事場所（水

の濁りの発生源位置）の近傍にとどまり、周辺の水環境に与える影響は小さいものと考

えられることから、実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 

 

(2)環境保全の基準等との整合性 

予測の結果、水産用水基準の濁りの基準値である 2mg/L を超えると予想される範囲

は、流下方向に 2m、流れと直角方向に 2m にとどまっている。また、環境保全措置を講

じることにより濁りは基準値を下回るものと考えられることから、環境保全の基準等と

の整合性は図られていると評価する。 
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8.2 水環境（水底の底質：有害物質） 

 

 

事業実施区域周辺における北九州市沿岸部での底質中の有害物質（重金属）について

は、全ての項目において環境基準値を十分に下回る値となっている。 

 

 

現地調査における底質の有害物質の分析結果を表 8.2-1 及び表 8.2-2 に示す。 

底質はいずれの項目も全測点で環境基準（水底土砂に係る判定基準1）を満たしている。

粒度組成については、事業実施区域（St.1）は中砂分が多く、St.2 及び St.3 は細砂分の

割合が多くなっている。St.4 については中砂分、粗砂分の占める割合が多い。 

 

表 8.2-1 底質分析結果（現地調査結果その１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 8.2-2 底質分析結果（現地調査結果その 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第五条第一項に規定する埋立場所等に排出しようとす

る金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令（昭和 48 年総理府令第 6 号） 

定量

St.1 St.2 St.3 St.4 下限値

カドミウム又はその化合物 mg/l ND ND ND ND 0.001 0.1 mg/l以下 ○

鉛又はその化合物 mg/l 0.003 0.004 0.002 ND 0.001 0.1 mg/l以下 ○

六価クロム化合物 mg/l ND ND ND ND 0.04 0.5 mg/l以下 ○

ひ素又はその化合物 mg/l 0.004 0.004 0.008 0.003 0.001 0.1 mg/l以下 ○

総水銀 mg/l ND ND ND ND 0.0005 0.005 mg/l以下 ○

シアン化合物 mg/l ND ND ND ND 0.1 1 mg/l以下 ○

ポリ塩化ビフェニル mg/l ND ND ND ND 0.0005 0.003 mg/l以下 ○

項   目 単位
調査地点 環境基準値

(水底土砂に係わる
判定基準)

判定

定量

St.1 St.2 St.3 St.4 下限値

水深 ｍ 55 35 15 12 - - - -

泥温 ℃ 21.2 21.7 22.6 22.8 - - - -

泥色 （-）
7.5Y 3/2
オリーブ黒

7.5YR２/1
黒

2.5Y 4/4
オリーブ褐

10YR 4/6
褐

- - - -

臭気 （-） 無臭 無臭 無臭 無臭 - - - -

強熱減量 ％ 4.7 3.6 3.8 1.0 0.05 - - -

化学的酸素要求量 mg/g 4.5 3.1 4.0 1.4 0.04 20mg/g乾泥以下 水産用水基準 ○

硫化物 mg/g ND ND 0.09 ND 0.01 0.2mg/g乾泥以下 〃 ○

全窒素 mg/kg 0.47 0.37 0.39 0.08 - - -

全リン mg/kg 0.23 0.78 0.22 0.09 - - -

総水銀 mg/kg 0.07 0.04 0.03 <0.01 (25mg/kg)以上
底質の暫定除
去基準

○

ポリ塩化ビフェニル mg/kg <0.15 <0.15 <0.15 <0.15 10mg/kg以上 〃 ○

有機塩素化合物 mg/kg <4 <4 <4 <4 40mg/kg以下
水底土砂に係
る判定基準

○

　注１）NDは定められた方法で定量限界値未満を示す。

項目 単位
調査地点

環境基準値 判定

一
般
項
目

含
有
量
試
験
項
目

現
況
項
目
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図 8.2-1 底質に関する調査位置 

  

底質調査測点(St.1～St.4) 

 St.4 は対照区 

事業実施区域 

風力発電機 

海底ケーブル 

St.1 

St.2 

St.3 

St.4 
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現地調査結果によると、事業実施区域周辺及び海底ケーブルルート上における有害物

質の分析結果は、いずれの調査地点においても水底土砂に係る判定基準を満たしていた。 

このため、海底ケーブル埋設工事に伴う底質の巻き上げによる有害物質の周辺環境へ

影響はほとんどないものと考えられる。 

 

 

海底ケーブル敷設に伴う底質の巻き上げの影響を低減するための環境保全措置は、以

下に示すとおりである。 

・海底ケーブルの埋設範囲は、可能な限り最小限とする。 

・荒天等により工事工程が厳しくなる場合は、工事計画の調整により工事量の平準化

を図り、埋設等の工事が集中しないように努める。 

・工事に際しては、定期的に会議等を行い、環境保全措置を工事関係者に周知徹底す

る。 

 

 

水底の底質の影響に対する評価結果を以下に示す。 

(1)環境影響の回避・低減に関する評価 

底質の巻き上げによる有害物質の影響を低減するための環境保全措置を講じることに

より、海域工事場所の近傍にとどまり、周辺の底質環境に与える影響はほとんどないも

のと考えられることから、実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価す

る。 

(2)環境保全の基準等との整合性 

予測の結果、環境基準値を超える底質中の有害物質は想定されず、また、環境保全措

置を講じることにより底質の巻き上げに伴う水の濁りは基準値を下回るものと考えられ

ることから、環境保全の基準等との整合性は図られていると評価される。 
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8.3 海生植物 

 

 

事業実施区域には藻場の存在は確認されていない。また、事業実施区域周辺の藻場に

ついては、「第 4 回自然環境保全環境基礎調査（平成元年～平成 4 年）」及び「第 5 回自

然環境保全環境基礎調査（平成 9 年～平成 13 年）」によると、響灘海域の沿岸域や島嶼

部における浅瀬の岩礁部にはホンダワラ類によって構成されるガラモ場やアラメやツル

アラメ等の大型褐藻で構成されるアラメ場が見られる。 

また、北九州市港湾空港局による藻場調査では 14～43 種が出現し、冬季に多く、秋

季で少なかった。湿重量は春季で多く、秋季で少なかった。 

植物門別にみると、種類数は冬季及び春季では紅藻植物門が、夏季及び秋季では褐藻

植物門が多かった。また、湿重量は四季を通じて褐藻植物門が多かった。 

 

 

藻場の調査位置を図 8.3-1 に示す。海底ケーブルルート上（St.1～St.5）は、ほぼ砂

質であり、一部に岩場が確認されたものの藻場は確認されなかった。一方、白島近傍の

比較対照点（St.6）には藻場（ツルアラメ）が確認された。 

水質の水温、塩分、濁度、ｐH 及び光量子数は、いずれの測点においても鉛直分布の

変化傾向に大きな違いは見られない。 

 

 

文献その他の既往資料の調査において重要種は確認されなかった。 

 

 

海底ケーブルルート上において藻場は確認されなかったため、藻場への影響の予測は

実施しない。 

 

 

海底ケーブルルート上において藻場は確認されなかったため、藻場に対する環境保全

措置は検討しない。 

 

 

海底ケーブルルート上において藻場は確認されなかったため、藻場への影響の評価は

実施しない。 
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図 8.3-1 藻場の調査位置 

  

藻場調査測点(St.1～St.6) 

St.4、St.6 は対照区  

事業実施区域 

風力発電機 

海底ケーブル 

St.1 

St.2 

St.3 

St.4 

St.5 

St.6 
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8.4 陸生動物（鳥類） 

 

 

(1)事業実施区域及びその周辺における鳥類確認種 

調査地域において確認された鳥類は、21 目 66 科 337 種であった。 

 

(2)洋上における鳥類の確認状況 

既存資料（「平成 26 年度風力発電等環境アセスメント基礎情報整備モデル事業」（環

境省、平成 27 年））によれば、事業実施区域周辺において観測された鳥類は、主に、オ

オミズナギドリ、ウミネコ、セグロカモメ、ミサゴ等であった。春季、繁殖期、夏季、

秋季及び冬季の全ての調査時期において確認された種は、ウミネコとミサゴであった。 

オオミズナギドリは、春季から秋季において主に白島西方海域で多数確認され、冬季

では確認されなかった。カンムリウミスズメは、白島西方海域で春季のみ確認されてい

る。 

ミサゴについて主に確認された海域は、女島周辺の他、沿岸部と白島の間、響灘臨海

工業団地の前面海域であった。 

確認された鳥類のうち、重要種は、カンムリカイツブリ、シロエリオオハム、ヒメウ、

クロサギ、シロチドリ、ホウロクシギ、コアジサシ、カンムリウミスズメ、ミサゴ、コ

シアカツバメが挙げられる。 

同じく事業実施区域周辺における既存の調査結果（「NEDO 次世代浮体式洋上風力発

電システム実証研究-環境影響評価書-」（エコ・パワー株式会社、平成 28 年））によれば、

洋上において 8 目 13 科 16 種の鳥類が確認された。 

季節別では、春季 9 種、繁殖期 3 種、夏季 4 種、秋季 6 種及び冬季 11 種の鳥類が確

認された。 

確認された鳥類のうち重要種として指定されている鳥類種は、カンムリカイツブリ、

ヒメウ、カンムリウミスズメ、ハヤブサ、ミサゴの 5 種であった。 

また、既存の調査結果（「響灘の自然環境・社会的状況 調査報告書」（北九州市、令

和 2 年））では、14 科 22 種の鳥類が確認された。平成 31 年 4 月の春季調査では、9 科

17 種と最も多くの種数が確認された。 

確認された鳥類のうち、重要種として指定されている鳥類種は、オシドリ、シロエリ

オオハム、ヒメウ、ハイタカ、ハヤブサ、カンムリウミスズメの 6 種であった。 

上記調査においては、調査範囲内における鳥類の確認密度を算出しており、その結果、

水深 50ｍ以浅の比較的陸域に近い範囲で密度が高い状況にあり、地島と白島沖周辺で高

い傾向となっている。地島で密度が高いのは、オオミズナギドリが多く分布していたこ

とが影響している。重要種は地島から白島にかけての沿岸部に分布しており、沖合にお

いては一部を除き、ほとんど確認されていない。 

 

(3)男島・女島における鳥類生息状況 

男島及び女島において春季、繁殖期、夏季、秋季及び冬季の全ての調査時期で確認さ
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れた鳥類は、カラスバト、クロサギ、ミサゴ、トビ、ハシブトガラス及びメジロであっ

た。 

男島と女島で確認された渡り鳥は、夏鳥ではアマサギ、アマツバメ、ツバメ、ヤブサ

メ、センダイムシクイ及びキビタキであった。 

冬鳥ではウミアイサ、ヒメウ、ウミウ、セグロカモメ、オオセグロカモメ、ハイタカ、

ノスリ、ヒレンジャク及びシロハラが確認されている。ヒメウ、ウミウ、セグロカモメ、

オオセグロカモメは洋上センサス及びスポットセンサス（沿岸部）でも確認されている。 

旅鳥ではキアシシギ、ハチクマ、チゴハヤブサ、キマユムシクイ、メボソムシクイ及

びエゾビタキが確認されている。 

男島及び女島で確認された鳥類のうち、重要種として、カラスバト、ヒメウ、アマサ

ギ、クロサギ、ミサゴ、ハチクマ、ハイタカ、ノスリ、ハヤブサ、セイダイムシクイの

10 種が挙げられる。 

 

(4)白島における鳥類レーダー調査事例 

白島から約 2.5km の距離までであるが、島内にコロニーの存在が確認されているオオ

ミズナギドリの飛翔軌跡が認められている。オオミズナギドリの飛翔経路は、白島から

北西方向に広がっている様子が窺える。 

 

 

鳥類の調査位置図を図 8.4-1 に、調査結果の概要を表 8.4-1 に示す。洋上においては、

11 目 15 科 23 種の鳥類が確認された。季節別では、夏季 1 種、秋季 14 種、冬季 7 種、

春季 13 種及び繁殖期 6 種の鳥類が確認された。 

確認された鳥類の内、重要種として指定されている鳥類種は、カンムリカイツブリ、

ヒメクロウミツバメ、ヒメウ、クロサギ、ミサゴ、ハイタカ、ノスリ、ハヤブサ、カン

ムリウミスズメであった。 

 

(1)測線別、距離区分別、高度別の鳥類確認種 

船舶トランセクト調査における鳥類の確認種の状況について以下に示す。 

（夏季） 

夏季の確認種は、オオミズナギドリのみであった。オオミズナギドリは、A 測線から

E 測線において観察され、西側海域の A 測線において最も多く確認された。 

全個体数（268 個体）の 65%（173 個体）が高度 L（0～25ｍ）、35%（95 個体）が高

度 S（着水）であり、高度 M（25～166ｍ）及び高度 H（166ｍ以上）では確認されなか

った。 

（秋季） 

秋季の確認種は、オオミズナギドリ、アカエリヒレアシシギ、ウミネコ及びノスリの

4 種であった。オオミズナギドリは、A 測線から E 測線において観察され、西側海域の

A 測線において最も多く確認された。 

高度 L（0～25ｍ）が全個体数（25 個体）の 68%（17 個体）で最も多く、次に高度 M
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（25～166ｍ）の 20%（5 個体）、高度 S（着水）は 12％（3 個体）であった。 

重要種として、タカ科のノスリが D 測線において確認された。ノスリの確認高度は、

高度 M であった。 

（冬季） 

冬季の確認種は、ウミウ、ウミネコ及びオオセグロカモメ等の 7 種であった。この時

期オオミズナギドリは確認されなかった。 

高度 L（0～25ｍ）が全個体数（47 個体）の 55%（26 個体）で最も多く、次に高度 M

（25～166ｍ）の 40%（19 個体）、高度 S（着水）は 4％（2 個体）であった。 

重要種として、ウ科のヒメウが E 測線において、ウミスズメ科のカンムリウミスズメ

が C 測線及び E 測線において、ミサゴ科のミサゴが D 測線においてそれぞれ確認され

た。確認高度は、ヒメウが高度 L、カンムリウミスズメが高度 S 及び高度 L、ミサゴが

高度 L であった。 

（春季） 

春季の確認種は、オオミズナギドリ、ウミウ、ヒメウ及びオオセグロカモメ等の 8 種

であった。 

高度 L（0～25ｍ）が全個体数（117 個体）の 69%（81 個体）で最も多く、次に高度

M（25～166ｍ）の 28%（33 個体）、高度 S（着水）は 3％（3 個体）であった。 

重要種として、カイツブリ科のカンムリカイツブリが C 測線において、ウ科のヒメウ

が B 測線、C 側線及び D 側線において確認された。確認高度は、カンムリカイツブリは

高度 M、ヒメウは高度 S、高度 L、及び高度 M であった。 

（繁殖期） 

繁殖期の確認種は、オオミズナギドリ、ダイサギ、ミサゴ及びカンムリウミスズメ等

の 6 種であった。 

高度 L（0～25ｍ）が全個体数（2,221 個体）の 96.6%（2,145 個体）で最も多く、次

に高度 S（着水）の 3.3%（74 個体）、高度 M（25～166ｍ）は 0.1％（2 個体）であっ

た。 

重要種として、ミサゴ科のミサゴが C 測線において、ウミスズメ科のカンムリウミス

ズメが E 側線において確認された。確認高度は、ミサゴは高度 M、カンムリウミスズメ

は高度 S であった。 

 

(2)洋上定点における高度別の鳥類の確認個体数 

秋季及び春季において確認された鳥類は、風車設置予定地点の定点 1 では主にオオミ

ズナギドリ、白島に近い測点 2 では、ウミネコ、トビ、ウミウ、ヒメウ等であった。 

高度別では、春季及び秋季においては、主に高度 L で確認されたが、秋季の定点 2 で

は高度 M で多くの個体数が確認された。その主な確認種は、ウミネコ 37 個体及びトビ

23 個体であった。 

洋上定点調査は、ハチクマ等の猛禽類の渡りが実証区周辺を通過するかどうかを確認

するためのものであったが、今回の春季及び秋季の現地調査において渡りは確認されな

かった。  
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図 8.4-1 鳥類に関する船舶トランセクト、洋上定点調査位置 

 

  

 
   事業実施区域 

   風力発電機 

＜現地調査＞ 

   鳥類（測線 A,B,C,D,E） 

   鳥類（定点 1,2） 
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表 8.4-1 現地調査における鳥類の確認種一覧 

 

注 1）単位は個体数、種名は「日本鳥類目録 改訂第 7 版」（日本鳥学会 平成 24 年）に準拠した。 
【指定状況】 
A:「文化財保護法」により指定されているもの 

国特天:国指定特別天然記念物  国天:国指定天然記念物 
B:「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」において指定されている種及び亜種 
国内:国内希少野生動植物種  国際:国際希少野生動植物種 緊急:緊急指定種 

C:「環境省レッドリスト（平成 18 年 12 月 22 日報道発表資料）に記載されている種及び亜種 
EX:絶滅  EW:野生絶滅  CR:絶滅危倶 IA 類    EN:絶滅危惧 IB 類     VU:絶滅危惧 II 類 
NT:準絶滅危惧 DD:情報不足  LP:地域個体群 

D:「福岡県の希少野生生物-福岡県レッドデータブック 2011-」（福岡県，平成 23 年）に記載されている種及び亜種 
EX:絶滅      EW:野生絶滅  CR:絶滅危倶 IA 類    EN:絶滅危倶 IB 類   VU:絶滅危倶 II 類 
NT:準絶滅危惧   DD:情報不足 LP:絶滅のおそれのある地域個体群 

 

  

A B C D

夏季
(7月)

冬季
(12月)

繁殖期
(6月)

天
然
記
念
物

種
の
保
存
法

環
境
省
R
L

福
岡
県
R
D
B

1 カモ カモ マガモ 4

2 カルガモ 6

3 カイツブリ カイツブリ カンムリカイツブリ 1 NT

4 ミズナギドリ ミズナギドリ オオミズナギドリ 268 12 71 63 279 2,213

5 ウミツバメ ヒメクロウミツバメ 1 VU CR

6 カツオドリ ウ ヒメウ 1 13 76 EN

7 ウミウ 14 19 120

8 ペリカン サギ アオサギ 1 1

9 ダイサギ 4

10 クロサギ 1 NT

11 チドリ シギ アカエリヒレアシシギ 2 1

12 カモメ ウミネコ 9 75 18 4 4

13 セグロカモメ 2 5 2

14 オオセグロカモメ 7 9 16

15 ウミスズメ カンムリウミスズメ 4 1 国天 VU CR

16 タカ ミサゴ ミサゴ 4 1 26 1 NT

17 タカ トビ 23 26 1

18 ハイタカ 1 NT

19 ノスリ 2 NT

20 ハヤブサ ハヤブサ ハヤブサ 2 国内 VU VU

21 スズメ カラス ハシブトガラス 5 3 2

22 ツバメ ツバメ 2

23 セキレイ ハクセキレイ 1

268 25 195 47 117 554 2,221

1種 7種 6種
6種

14種 13種

春季
(3月)

計 11目15科23種 1種 1種 6種

洋
上
定
点

船
舶
ト
ラ
ン
セ
ク
ト

船
舶
ト
ラ
ン
セ
ク
ト

洋
上
定
点

船
舶
ト
ラ
ン
セ
ク
ト

指定状況

NO. 目 科 種

船
舶
ト
ラ
ン
セ
ク
ト

船
舶
ト
ラ
ン
セ
ク
ト

秋季
(9月)
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確認された鳥類としては、資料調査において 17 目 42 科 112 種であり、その内、現地

調査において 9 種が確認された。現地海域における調査では、重要種として、カンムリ

ウミスズメ、ハヤブサ、ミサゴが確認された。既往資料調査においては、白島（男島、

女島）において、重要種として、カラスバト、ミサゴが確認された。 

また、白島の周辺海域では、北西側の海域において、オオミズナギドリの飛翔が確認

されており、本海域の地域特性として重要である。 

洋上におけるミサゴの確認地点を図 8.4-2 に示す。ミサゴは白島に生息しており、白

島の周辺及び北九州市沿岸部から白島にかけて飛翔が確認される。特に白島周辺での飛

翔確認密度は高く、白島以外の洋上では低い傾向が見られる。 

現地調査で確認された鳥類の分類群ごとの飛翔高度別の確認個体数を表 8.4-2 に示す。

高度 M を飛翔しているのはカモメ科が最も多く、次にウ科、タカ科となっている。 

また、現地調査で確認された重要な鳥類及びその他の鳥類の飛翔高度別確認個体数を

表 8.4-3 に示す。高度 M を飛翔した重要種としてはミサゴが 11 個体で、その他の重要

種ではヒメウが高度 L で多く確認された。 
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注) 括弧内の数字はミサゴの確認個体数を示す。 

出典：「平成 26 年度風力発電等環境アセスメント基礎情報整備モデル事業」（環境省、平成 27 年） 

「NEDO 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究-環境影響評価書-」（エコ・パワー発株式会

社、平成 28 年 12 月） 

 

図 8.4-2 洋上調査におけるミサゴの確認地点 

  

＜現地調査＞
船舶トランセクト
洋上定点

秋季
春季

冬季

繁殖期

春季 繁殖期
秋季 冬季

夏季(岩礁等に止まっていた)

船舶トランセクト 陸上調査地点

陸上(春季、繁殖期、夏季、秋季、冬季)

＜既存資料調査＞

秋季(岩礁等に止まっていた)

ルート1

ルート2

ルート3
ルート4

男島
(99)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

女島
(89)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1) (1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)

(1)
(1)(1)

(1)
(8)

(18)

(1)

(1)

(1)

(1)
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表 8.4-2 現地調査で確認された鳥類の分類群ごとの飛翔高度別確認個体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1) 括弧内は分類群毎の全確認個体数に対する割合（百分率）を示す。 

注 2) 飛翔高度の区分は以下に示すとおり。 

    S：0m（海面） L：0m 以上 25m 未満 M：25m 以上 166m 未満 H：166m 以上 

注 3) 高度区分 M を跨ぐ飛翔が確認された場合には、高度区分 M として扱った。 

 

表 8.4-3 現地調査で確認された重要な鳥類及びその他の鳥類の飛翔高度別確認個体数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1) 括弧内は分類群毎の全確認個体数に対する割合（百分率）を示す。 

注 2) 飛翔高度の区分は以下に示すとおり。 

    S：0m（海面） L：0m 以上 25m 未満 M：25m 以上 166m 未満 H：166m 以上 

注 3) 高度区分 M を跨ぐ飛翔が確認された場合には、高度区分 M として扱った。 

分類群

カイツブリ科 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
ミズナギドリ科 168 (5.8) 2738 (94.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2906 (100.0)
ウミツバメ科 0 (0.0) 1 (100.0) (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
ウ科 5 (2.1) 193 (79.4) 45 (18.5) 0 (0.0) 243 (100.0)
サギ科 0 (0.0) 5 (71.4) 2 (28.6) 0 (0.0) 7 (100.0)
カモ科 0 (0.0) 0 (0.0) 10 (100.0) 0 (0.0) 10 (100.0)
ミサゴ科 0 (0.0) 21 (65.6) 11 (34.4) 0 (0.0) 32 (100.0)
タカ科 0 (0.0) 11 (20.8) 42 (79.2) 0 (0.0) 53 (100.0)
ハヤブサ科 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 2 (100.0)
ヒレアシシギ科 1 (33.3) 2 (66.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (100.0)
カモメ科 24 (15.9) 35 (23.2) 92 (60.9) 0 (0.0) 151 (100.0)
ウミスズメ科 3 (60.0) 2 (40.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (100.0)
ツバメ科 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0)
セキレイ科 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
カケス科 0 (0.0) 0 (0.0) 10 (100.0) 0 (0.0) 10 (100.0)
合計 202 (5.9) 3010 (87.8) 215 (6.3) 0 (0.0) 3427 (100.0)

高度S 高度L 高度M 高度H 合計

カンムリカイツブリ 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
ヒメクロウミツバメ 0 (0.0) 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
ヒメウ 3 (3.3) 83 (92.2) 4 (4.4) 0 (0.0) 90 (100.0)
クロサギ 0 (0.0) 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
ミサゴ 0 (0.0) 21 (65.6) 11 (34.4) 0 (0.0) 32 (100.0)
ハイタカ 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
ノスリ 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 2 (100.0)
ハヤブサ 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 2 (100.0)
カンムリウミスズメ 3 (60.0) 2 (40.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 5 (100.0)
オオミズナギドリ 168 (5.8) 2738 (94.2) 0 (0.0) 0 (0.0) 2906 (100.0)
ダイサギ 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (100.0)
ウミウ 2 (1.3) 110 (71.9) 41 (26.8) 0 (0.0) 153 (100.0)
アオサギ 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 2 (100.0)
マガモ 0 (0.0) 0 (0.0) 4 (100.0) 0 (0.0) 4 (100.0)
カルガモ 0 (0.0) 0 (0.0) 6 (100.0) 0 (0.0) 6 (100.0)
トビ 0 (0.0) 11 (22.0) 39 (78.0) 0 (0.0) 50 (100.0)
アカエリヒレアシシギ 1 (33.3) 2 (66.7) 0 (0.0) 0 (0.0) 3 (100.0)
セグロカモメ 0 (0.0) 4 (44.4) 5 (55.6) 0 (0.0) 9 (100.0)
オオセグロカモメ 2 (6.3) 11 (34.4) 19 (59.4) 0 (0.0) 32 (100.0)
ウミネコ 22 (20.0) 20 (18.2) 68 (61.8) 0 (0.0) 110 (100.0)
ツバメ 0 (0.0) 2 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 2 (100.0)
ハクセキレイ 1 (100.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 0 (0.0) 1 (100.0)
ハシブトガラス 0 (0.0) 0 (0.0) 10 (100.0) 0 (0.0) 10 (100.0)

202 (5.9) 3010 (87.8) 215 (6.3) 0 (0.0) 3427 (100.0)

高度S 高度L 高度M

合計

高度H 合計種名

重
要
な
種

そ
の
他
の
種
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注目すべき鳥類として配慮書の段階で 39 種が抽出されているが、新たに文献その他

の資料及び現地調査によって確認された種を含めて、その中から指定状況及び現地特性

の観点から予測の対象を選定した。なお、九州本土の陸域部に生息する種は、事業実施

区域及びその周辺地域に生息環境が存在しないため、予測の対象から除外した。予測の

対象としたものはカンムリカイツブリ、ヒメクロウミツバメ、ヒメウ、クロサギ、ミサ

ゴ、ハイタカ、ノスリ、ハヤブサ、カンムリウミスズメ、オオミズナギドリ、ハチクマ、

コアジサシ、カラスバトの 13 種である。 

このうち、ハチクマについては、飛翔高度が風車のブレード高さより高いため除外し

た。また、カラスバトについては、白島島内の常緑広葉樹林に生息し、海域への移動は

ないと考えられるため除外した。 

その結果、予測対象の鳥類は 11 種となり、以下の 3 つの環境影響要因について検討

した。（表 8.4-4）。 

・生息環境の減少・喪失 

・移動経路の遮断・阻害 

・風車へのバードストライク 

 

表 8.4-4 重要な鳥類への環境影響要因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○：影響が生じる可能性がある 

△：一時的に影響が生じる可能性がある。 

―：影響がない項目 

 

(1)生息環境の減少・喪失 

事業実施区域周辺の海域を餌場の一部として利用する場合は、生息環境（採餌環境）

への影響として、魚食性の鳥類（カンムリカイツブリ、ヒメクロウミツバメ、ヒメウ、

クロサギ、ミサゴ、カンムリウミスズメ、オオミズナギドリ、コアジサシ）については、

一時的に影響が出る可能性がある。 

しかしながら、本事業で設置される風車の基数は 1 基であり、改変面積もわずかであ

ることから、改変による生息環境の減少・喪失による環境影響の程度はほとんどないも

種名 生息環境の減

少・喪失 

移動経路の遮

断・阻害 

風車へのバー

ドストライク 

カンムリカイツブリ △ △ 〇 

ヒメクロウミツバメ △ △ － 

ヒメウ △ △ 〇 

クロサギ △ △ － 

ミサゴ △ △ 〇 

ハイタカ － △ 〇 

ノスリ － △ 〇 

ハヤブサ － △ 〇 

カンムリウミスズメ △ △ － 

オオミズナギドリ △ △ － 

コアジサシ △ △ － 
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のと予測される。 

 

(2)移動経路の遮断・阻害 

魚食性の鳥類（カンムリカイツブリ、ヒメクロウミツバメ、ヒメウ、クロサギ、ミサ

ゴ、カンムリウミスズメ、オオミズナギドリ、コアジサシ）及びそれらを捕獲する猛禽

類（ハイタカ、ノスリ、ハヤブサ）については、事業実施区域周辺において採餌行動及

び採餌場所と営巣地を移動する場合、一時的に移動経路の遮断・阻害等の飛翔障害が起

こる可能性がある。 

しかしながら、本事業で設置される風車の基数は 1 基であり、周辺には既存風車が 1

基あるものの、それらの風車間距離は約 1,400m であるため、風車の周辺には迂回可能

な空間が十分に広く確保されていること、鳥類は風車を避けて飛翔すること（風間

（2012））2）が報告されていることから、影響はほとんどないものと予測される。 

 

(3)風車へのバードストライク 

現地調査において、風車への衝突が懸念される高度（25m～166m）で飛翔が確認され

ている鳥類はカンムリカイツブリ、ヒメウ、ミサゴ、ハイタカ、ノスリ及びハヤブサで

あった。それ以外の多くの鳥類は低い飛翔高度（0m～25m）であり、バードストライク

の可能性は低いと考えられる。 

上記の風車への衝突が懸念される鳥類のうち、現地調査結果及び既往資料において本

事業で設置される風車及び既存風車付近に飛翔していたものは、カンムリカイツブリ、

ハイタカ及びミサゴであった。これらについては、風車へのバードストライクの可能性

が考えられるため、環境省の手引きの予測式により風力発電機が存在する場合の衝突数

の推定を試みた。 

年間予測衝突数（回避行動を考慮する場合）については、カンムリカイツブリは 

1.1×10-3 個体/年、ハイタカは 7.1×10-4 個体/年、ミサゴは 3.8×10-3 個体/年となった。こ

のことから、風車へのバードストライクの可能性は低いものと予測される。 

なお、既存風車については、バードストライクには至っていない。 

 

 

実証事業開始後の施設の存在及び稼働に伴う重要な種への影響を低減するため、以下

の措置を講じる。 

・航空障害灯は、鳥類を誘引しにくいとされる白色閃光灯等の利用を検討する。航路

標識灯についても構造物への鳥類の衝突率を低減させるとされる白色閃光灯等の

利用を検討する。 

・事後調査として風車への衝突の有無や風車周辺の飛翔状況及び回避行動を確認する。 

 

 
2）風間健太郎 洋上風力発電が海洋生態系におよぼす影響、保全生態学研究 17：107-122（2012） 
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(1)環境影響の回避・低減に関する評価 

調査及び予測の結果、施設の存在及び施設の稼働による鳥類への影響はほとんどない

ものと考えられる。また、施設の存在及び施設の稼働による重要な種への影響を回避・

低減するために、前述の環境保全措置を講ずることにより、動物への影響は小さいもの

と考えられることから、実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評価する。 

 

 

(1)事後調査を実施することとした理由 

事後調査を実施する理由は表 8.4-5 に示すとおりである。 

 

表 8.4-5 事後調査を行う項目の検討結果 

環境要素の区分 
影響要因の

区分 
事後調査を実施する理由 

重要な種及び注目

すべき生息地（海域

に生息するものを

除く） 

施設の稼働 環境保全措置を講じるが、浮体式洋上風力に対する鳥

類の動態（誘因あるいは忌避）に関しては知見が少な

く、予測には不確実性を伴うことから、稼動後に事後

の調査を実施する。 

 

(2)事後調査の項目及び手法等 

施設の稼働による鳥類への影響に関する事後調査の実施内容は、表 8.4-6 に示すとお

りである。なお、事後調査の実施にあたっては、必要に応じて専門家の指導・助言を受

けながら、具体的な内容を定めた事後の調査計画を策定する。 

 

表 8.4-6 事後調査の実施内容 

項目 事後調査の実施内容 

重要な種

及び注目

すべき生

息地（海

域に生息

するもの

を除く） 

調査項目 鳥類 

調査手法 調査時期：風車の稼動後に現況調査と同様な時期とす

る。 

調査方法：船舶トランセクト調査及び洋上定点調査を

実施する。具体的手法は現況調査と同様とする。 

調査地点：現況調査と同様とする。 

以上、必要に応じて専門家にヒアリングを行い、手法

を検討する。 

環境影響の程度が著

しいことが明らかと

なった場合の対応の

方針 

専門家等から意見聴取を行った上で、洋上風力発電の

運転調整や鳥類を忌避させるような措置等を検討す

る。 
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8.5 海生動物（底生生物） 

 

 

底生生物の出現種数は、冬季で少なく、夏季で多い様子が窺える。また、分類別では、

各季において環形動物が高い割合を占めた。個体数では、冬季で少なく、春季で多く、

分類別では、春季では軟体動物が、夏季、秋季及び冬季では環形動物が高い割合を占め

た。 

 また、白島の南側の海域では、水産庁のレッドデータブックで危急種に指定されて

いるナメクジウオが確認されている。ナメクジウオは、浅海の砂底に生息しており、

潮通しがよく、泥分をほとんど含まない粗い砂でできた海底を好むとされている。 

 

 

底生生物の調査位置を図 8.5-1 に、調査結果は表 8.5-1 に示す。 

地点別の確認種数は 36 種～71 種、個体数は 524～3,004 個体/m2 の範囲にあり、沿岸

部の St.4 において種類数及び個体数が多くなる傾向が見られた。分類群別にみると、種

類数及び個体数とも環形動物門の割合が多くの割合を占めており、次に節足動物門が多

く見られた。 

また、代表的な出現種（上位 3 種の優占種）は、節足動物部門、環形動物門及び棘皮動

物物門の種が多く確認された。 

 

 

文献その他の既往資料調査において確認された重要種は、ナメクジウオ（ヒガシナメ

クジウオ）の 1 種であった。なお、今回の現地調査においては確認されなかった。 
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図 8.5-1 底生生物に関する調査位置 

底生生物調査測点(St.1～St.4) 

 St.4 は対照区 

事業実施区域 

風力発電機 

海底ケーブル 

St.1 

St.2 

St.3 

St.4 
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表 8.5-1 底生生物分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）優占種は、個体数、湿重量に対する上位 3 種を示す。 

 

軟体動物門 6 (9.8) 3 (6.3) 4 (11.1) 16 (22.5)

環形動物門 27 (44.3) 28 (58.3) 21 (58.3) 33 (46.5)

節足動物門 20 (32.8) 13 (27.1) 7 (19.4) 11 (15.5)

その他 8 (13.1) 4 (8.3) 4 (11.1) 11 (15.5)

合計 61 (100.0) 48 (100.0) 36 (100.0) 71 (100.0)

軟体動物門 42 (5.0) 21 (2.0) 28 (5.3) 261 (8.7)

環形動物門 405 (48.0) 738 (71.4) 269 (51.3) 405 (13.5)

節足動物門 322 (38.2) 214 (20.7) 160 (30.5) 322 (10.7)

その他 75 (8.9) 60 (5.8) 67 (12.8) 2,016 (67.1)

合計 844 (100.0) 1,033 (100.0) 524 (100.0) 3,004 (100.0)

軟体動物門 3.33 (11.8) 0.86 (5.3) 0.94 (3.8) 7.20 (32.6)

環形動物門 3.33 (11.8) 6.40 (39.2) 6.07 (24.5) 5.26 (23.8)

節足動物門 3.74 (13.2) 1.07 (6.6) 10.20 (41.1) 0.93 (4.2)

その他 17.94 (63.3) 8.00 (49.0) 7.61 (30.7) 8.68 (39.3)

合計 28.34 (100.0) 16.33 (100.0) 24.82 (100.0) 22.07 (100.0)

ﾃﾅｶﾞﾜﾚｶﾗ 節足動物
Linopherus
sp.

環形動物
Protogeton
sp.

節足動物 ﾃﾅｶﾞﾜﾚｶﾗ 節足動物

80 (9.5) 300 (29.0) 73 (13.9) 813 (27.1)

Aricidea sp. 環形動物
Myriochele
sp.

環形動物 ｶｷﾞｱｼｺﾞｶｲ 環形動物 ﾏﾒｳﾆ属 棘皮動物

47 (5.6) 167 (16.2) 40 (7.6) 180 (6.0)

Myriochele
sp.

環形動物 ﾋﾄﾂﾒｽｶﾞﾒ 節足動物
Linopherus
sp.

環形動物 線形動物門

40 (4.7) 40 (3.9) 33 (6.3) 160 (5.3)

Nihonotrypaea
sp.

節足動物
Goniadides
sp.

環形動物

33 (6.3) 160 (5.3)

Amphiura sp. 棘皮動物

33 (6.3)

ｸﾛﾎﾞﾔ属 脊索動物 ﾓﾐｼﾞｶﾞｲ 棘皮動物 ﾃｯﾎﾟｳｴﾋﾞ属 節足動物
Cnemidocarpa
miyadii

脊索動物

13.93 (49.2) 3.27 (20.0) 7.40 (29.8) 5.27 (23.9)

ﾌｸﾛﾎﾞﾔ属 脊索動物 ﾘﾈｳｽ科 紐形動物 ｸﾞﾐﾓﾄﾞｷ科 棘皮動物 ｸﾛﾍﾘｱﾒﾌﾗｼ 軟体動物

3.40 (12.0) 2.93 (17.9) 4.87 (19.6) 3.87 (17.5)

ﾒｸﾗｶﾞﾆ 節足動物
Linopherus
sp.

環形動物
Polyodontes
sp.

環形動物 ﾏﾒｳﾆ属 棘皮動物

2.60 (9.2) 2.60 (15.9) 2.27 (9.1) 1.67 (7.6)

個体数に対する優占種

個体数/m2

（　）内は編組比率(％)

湿重量に対する優占種

g/m2

（　）内は編組比率(％)

St.4St.3項目 分類群 St.1 St.2

種類数
（　）内は編組比率

(％)

個体数

個体数/m2

（　）内は編組比率
(％)

湿重量

g/m2

（　）内は編組比率
(％)
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事業の実施による重要な底生生物への環境影響要因として、特に工事に伴う生息環境

の減少・喪失について予測した。 

重要種としては、現地調査及び文献その他の既往資料の調査において、ナメクジウオ

（ヒガシナメクジウオ）が確認されている。 

海底ケーブル等の敷設工事によって、底土が巻き上がることにより濁りが発生し、生

息環境の減少・喪失が考えられる。しかしながら、水質の予測結果から、濁りはほとん

ど発生しないこと、工事区域は一部に限定されること、周辺に同様の環境が広がってい

ることから、影響はほとんどないものと予測される。 

 

 

海底ケーブル敷設に伴う底生生物への影響を低減するための環境保全措置は、以下に

示すとおりである。 

・海底ケーブルの埋設範囲は、可能な限り最小限とする。 

・工荒天等により工事工程が厳しくなる場合は、工事計画の調整により工事量の平準

化を図り、埋設等の工事が集中しないように努める。 

・工事に際しては、定期的に会議等を行い、環境保全措置を工事関係者に周知徹底す

る。 

 

 

(1)環境影響の回避・低減に関する評価 

調査及び予測の結果、工事に伴う底生生物への影響はほとんどないものと考えられる。

また、工事による重要な種への影響を回避・低減するために前述の環境保全措置を講ず

ことにより、底生生物への影響は小さいものと考えられることから、実行可能な範囲内

で影響の低減が図られているものと評価する。 
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8.6 海生動物（海棲哺乳類及び魚等の遊泳動物） 

 

①  海棲哺乳類 

a. 文献その他の資料調査 

海棲哺乳類の座礁・漂着の状況（ストランディング）については、国立科学博物館に

よりデータベースとして整理・公開されており、スナメリが多く見られ、その他にナガ

スクジラ、スジイルカ、マッコウクジラ等が確認されている。 

また、北九州沖の白島までの響灘海域においては、NEDO 着床式事業及び環境省モデ

ル事業において、音響調査から得られた海棲哺乳類の確認結果が得られている。 

NEDO 着床式事業の調査結果によれば、スナメリの出現は、四季において春季に最も

多く出現している様子が窺える。また、春季の調査においては、出現状況に明確な日周

変動が認められ、夜間に多く出現し、日中は少ない傾向にあった。 

環境省モデル事業の調査結果によれば、定点及び曳航における音響機器による観測か

ら、スナメリの存在が確認されている。 

 

b. 現地調査 

船舶トランセクト調査及び音響学的調査の調査位置図を図 8.6-1 に示す。 

＜船舶トランセクト調査＞ 

夏季の令和 3 年 7 月 1 日～2 日及び繁殖期の令和 4 年 6 月 1 日～2 日の調査では、海

棲哺乳類の出現は確認されなかった。 

＜音響学的調査＞ 

夏季の令和 3 年 7 月 1 日～2 日及び繁殖期の令和 4 年 6 月 1 日～2 日の調査では、海

生哺乳類の鳴音は確認されなかった。 

NEDO 着床式事業においては、響灘の陸域に近い浅海域において海生哺乳類の出現

が確認されているが、本事業対象海域は、スナメリの生息水深（50ｍ以浅）より深くな

るため、確認されなかったものと考えられる。 
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注)既存資料調査の凡例は、環境省モデル事業：「平成26年度風力発電等環境アセ

スメント基礎情報整備モデル事業」（環境省、平成27年）、NEDO着床式事業：「NEDO

洋上風力発電システム実証研究-環境影響評価書-」（電源開発株式会社、平成24年）

より引用した。 

 

図 8.6-1 海生動物（海棲哺乳類）に関する調査位置 

  

7 

定点（環境省モデル事業） 

船舶トランセクト（環境省モデル事業） 
＜既存資料＞ 

定点（電源開発株式会社） 

A B C D E 

 

 ㎞ 
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1 

事業実施区域 

風力発電機 

船舶トランセクト 

＜現地調査＞ 
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②  魚等の遊泳動物 

a. 文献その他の資料調査 

地点別の魚類の出現種数は 1～61 種であり、冬季に減少する傾向が見られる。個体数

は夏季に多く、冬季に少なくなる傾向である。分類群別では、各地点、各季節とも脊椎

動物門が多くの割合を占めている。 

代表的な出現種は、春季はショウサイフグ、コモンフグ、夏季はマダイ、オキヒイラ

ギ、秋季はマダイ、マアジ、冬季はショウサイフグであった。 

なお、NEDO 次世代浮体式洋上風力発電実証研究では、漁獲された魚種の中に重要な

種として、カサゴ亜目のカナガシラ（絶滅危惧種、水産庁）が確認されている。 

 

b. 現地調査 

魚等の遊泳動物及び水中音の調査位置図を図 8.6-2 に、調査結果の概要を表 8.6-1～

表 8.6-3 及び図 8.6-3～図 8.6-4 に示す。 

(a) 魚等の遊泳動物 

魚類の確認種数は測点により、14 種～21 種、個体数は 32 個体～108 個体の範囲であ

った。分類群別では、脊索動物門が多くの割合を占めていた。代表的な出現種は、エソ

科のマエソ、アジ科のカイワリ、ヒメジ科のヒメジ等であった。 

(b) 水中音 

事業実施区域周辺海域における水中音レベル（OA 値）3は、上層から下層までの平均

値として、測点 St.1 において 121.1dB re 1μPa、測点 St.2 において 121.5dB re 1μPa

であり、大きな差は見られなかった。 

水中音レベルは、深度別及び時間帯によりばらつきがあり、測点 St.1 において 116.9

～126.8dB re 1μPa、測点 St.2 において 115.0～127.1dB re 1μPa であった。 

また、周波数毎の音圧レベルについては、各測点間において同様な特徴を示した。 

  

 
3 OA 値（オーバーオール）：各周波数での音圧レベルを合計した値 
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図 8.6-2 海生動物（魚等の遊泳動物）及び水中音に関する調査位置 

 

  

 

St.2 

St.1 

魚等の遊泳動物及び水中音の調査測点(St.1、St.2)  

St.2 は対照区 

事業実施区域 

風力発電機 

海底ケーブル 
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表 8.6-1 魚介類調査結果(1 回目 令和 3 年 7 月 13 日) 

(湿重量単位:g) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 8.6-2 魚介類調査結果(2 回目  令和 3 年 7 月 28 日) 

(湿重量単位:g) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地　点 St.1 St.2
項　目 個体数 湿重量 個体数 湿重量

1 軟体動物 腹足 裸鰓 ﾀﾃｼﾞﾏｳﾐｳｼ Armina major ﾀﾞｲｵｳﾀﾃｼﾞﾏｳﾐｳｼ 1 21.132
2 二枚貝 ｶｷ ｲﾀﾔｶﾞｲ Amusium japonicum japonicum ﾂｷﾋｶﾞｲ 1 85.953
3 頭足 ﾂﾂｲｶ ﾔﾘｲｶ Loligo edulis ｹﾝｻｷｲｶ 2 158.354
4 棘皮動物 ﾋﾄﾃﾞ ﾓﾐｼﾞｶﾞｲ ｽﾅﾋﾄﾃﾞ Luidia quinaria ｽﾅﾋﾄﾃﾞ 2 11.614
5 ﾓﾐｼﾞｶﾞｲ Astropecten scoparius ﾓﾐｼﾞｶﾞｲ 1 1.233 1 1.551
6 ﾅﾏｺ 樹手 ｸﾞﾐﾓﾄﾞｷ Pentadactyla japonica ﾓｸﾞﾗﾅﾏｺ 1 1.386
7 脊索動物 ﾎﾔ ﾏﾎﾞﾔ ｼﾛﾎﾞﾔ Polycarpa  sp. ｸﾛﾎﾞﾔ属 1 3.696
8 軟骨魚 ﾄﾋﾞｴｲ ｱｶｴｲ Dasyatis akajei ｱｶｴｲ 1 131.901
9 硬骨魚 ﾋﾒ ｴｿ Saurida macrolepis ﾏｴｿ 48 2993.739 43 2941.007

10 ｽｽﾞｷ ﾌｻｶｻｺﾞ Pterois lunulata ﾐﾉｶｻｺﾞ 1 7.210
11 ﾎｳﾎﾞｳ Lepidotrigla japonica ﾄｹﾞｶﾅｶﾞｼﾗ 2 66.696 3 82.484
12 ｺﾁ Suggrundus meerdervoortii ﾒｺﾞﾁ 2 76.732
13 ﾊﾀ Epinephelus awoara ｱｵﾊﾀ 1 182.906
14 ﾃﾝｼﾞｸﾀﾞｲ Apogon niger ｸﾛｲｼﾓﾁ 5 98.751
15 ｱｼﾞ Kaiwarinus equula ｶｲﾜﾘ 15 459.411 14 238.408
16 ｲﾄﾖﾘﾀﾞｲ Nemipterus virgatus ｲﾄﾖﾘﾀﾞｲ 2 135.746
17 ﾀｲ Dentex hypselosomus ｷﾀﾞｲ(ﾚﾝｺﾀﾞｲ) 6 1063.914 1 261.008
18 Evynnis tumifrons ﾁﾀﾞｲ 3 236.627 1 182.581
19 Pagrus major ﾏﾀﾞｲ 2 195.946
20 ﾋﾒｼﾞ Upeneus japonicus ﾋﾒｼﾞ 10 374.731 4 127.302
21 ﾄﾗｷﾞｽ Parapercis sexfasciata ｸﾗｶｹﾄﾗｷﾞｽ 1 28.007
22 ﾈｽﾞｯﾎﾟ Calliurichthys japonicus ﾖﾒｺﾞﾁ 2 97.973 2 78.688
23 ｶﾚｲ ﾋﾗﾒ Pseudorhombus oculocirris ﾍﾗｶﾞﾝｿﾞｳﾋﾞﾗﾒ 1 33.271
24 ﾀﾞﾙﾏｶﾞﾚｲ Engyprosopon multisquama ﾁｶﾒﾀﾞﾙﾏｶﾞﾚｲ 1 9.811
25 ｳｼﾉｼﾀ Cynoglossus ochiaii ｵｷｹﾞﾝｺ 3 70.925 1 22.953
26 ﾌｸﾞ ｶﾜﾊｷﾞ Stephanolepis cirrhifer ｶﾜﾊｷﾞ 2 114.957

種類数 21 14
合　計 108 6432.890 79 4165.714

科 種名No. 門 綱 目

地　点 St.1 St.2
項　目 個体数 湿重量 個体数 湿重量

1 軟体動物 二枚貝 ｶｷ ｲﾀﾔｶﾞｲ Amusium japonicum japonicum ﾂｷﾋｶﾞｲ 2 72.445
2 頭足 ﾂﾂｲｶ ﾔﾘｲｶ Loligo edulis ｹﾝｻｷｲｶ 1 154.930
3 節足動物 軟甲 十脚 ｴﾝｺｳｶﾞﾆ Carcinoplax vestita ｹﾌﾞｶｴﾝｺｳｶﾞﾆ 1 0.970
4 ﾓｶﾞﾆ Hyastenus diacanthus ﾂﾉｶﾞﾆ 1 1.858
5 ﾜﾀﾘｶﾞﾆ Thalamita sima ﾌﾀﾊﾍﾞﾆﾂｹｶﾞﾆ 1 5.611
6 棘皮動物 ﾋﾄﾃﾞ ﾓﾐｼﾞｶﾞｲ ｽﾅﾋﾄﾃﾞ Luidia maculata ﾔﾂﾃﾞｽﾅﾋﾄﾃﾞ 1 5.150
7 Luidia quinaria ｽﾅﾋﾄﾃﾞ 2 15.002 3 46.793
8 ｱｶﾋﾄﾃﾞ ﾎｳｷﾎﾞｼ Certonardoa semiregularis ｱｶﾋﾄﾃﾞ 1 13.798
9 脊索動物 ﾎﾔ ﾏﾎﾞﾔ ｼﾛﾎﾞﾔ Polycarpa  sp. ｸﾛﾎﾞﾔ属 2 4.738

10 軟骨魚 ﾄﾋﾞｴｲ ﾋﾗﾀｴｲ Urolophus aurantiacus ﾋﾗﾀｴｲ 1 113.453 1 525.601
11 ｱｶｴｲ Dasyatis akajei ｱｶｴｲ 1 278.560 1 34.845
12 硬骨魚 ﾋﾒ ｴｿ Saurida macrolepis ﾏｴｿ 12 570.681 7 322.437
13 ｽｽﾞｷ ﾌｻｶｻｺﾞ Pterois lunulata ﾐﾉｶｻｺﾞ 2 26.221
14 Scorpaena minostoma ｺｸﾁﾌｻｶｻｺﾞ 3 154.764
15 ﾎｳﾎﾞｳ Lepidotrigla japonica ﾄｹﾞｶﾅｶﾞｼﾗ 2 122.945 1 43.040
16 ｺﾁ Inegocia japonica ﾄｶｹﾞｺﾞﾁ 1 99.982
17 ﾊﾀ Epinephelus awoara ｱｵﾊﾀ 1 248.403
18 ｱｼﾞ Kaiwarinus equula ｶｲﾜﾘ 1 17.100 8 387.713
19 ｲﾄﾖﾘﾀﾞｲ Nemipterus virgatus ｲﾄﾖﾘﾀﾞｲ 1 819.654
20 ﾀｲ Dentex hypselosomus ｷﾀﾞｲ(ﾚﾝｺﾀﾞｲ) 3 259.802 3 225.475
21 Evynnis tumifrons ﾁﾀﾞｲ 1 100.592
22 Pagrus major ﾏﾀﾞｲ 2 207.661
23 ﾋﾒｼﾞ Upeneus japonicus ﾋﾒｼﾞ 1 35.371 19 594.376
24 ﾍﾞﾗ Suezichthys gracilis ｲﾄﾍﾞﾗ 1 36.020
25 ﾈｽﾞｯﾎﾟ Calliurichthys japonicus ﾖﾒｺﾞﾁ 1 49.480 2 54.067
26 ｶﾚｲ ﾀﾞﾙﾏｶﾞﾚｲ Engyprosopon multisquama ﾁｶﾒﾀﾞﾙﾏｶﾞﾚｲ 1 4.721
27 ｳｼﾉｼﾀ Cynoglossus ochiaii ｵｷｹﾞﾝｺ 1 34.152

種類数 15 21
合　計 32 2783.511 61 2904.900

科 種名No. 門 綱 目
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表 8.6-3 水中音レベルの測定結果 

測点 
深度

(m) 
時刻 

OA 値 

（ｄB re 1μPa） 

 深度毎の平均値 測点毎の平均値 

St.1 

5 
AM 8:23 116.9  

118.9  

121.1  

PM 13:52 120.8  

25 
AM 8:33 126.8  

124.0  
PM 14:03 121.2  

50 
AM 8:44 119.2  

120.5  
PM 14:14 121.7  

St.2 

5 
AM 7:38 119.6  

121.0  

121.5  

PM 13:09 122.4  

25 
AM 7:49 126.2  

122.4  
PM 13:20 118.6  

50 
AM 8:00 127.1  

121.1  
PM 13:31 115.0  

 

 

図 8.6-3 周波数帯別の音圧レベル（測点 St.1 AM（左）と PM（右）） 

 

 

 

図 8.6-4 周波数帯別の音圧レベル（測点 St.2 AM（左）と PM（右）） 
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(1)海棲哺乳類 

文献その他の既往資料の調査において確認された重要種は、スナメリの 1 種であった。

なお、今回の現地調査においては確認されなかった。 

 

(2)魚類等の遊泳動物 

文献その他の既往資料の調査において確認された重要種は、カナガシラの 1 種であっ

た。なお、今回の現地調査においては確認されなかった。 

 

 

(1)海棲哺乳類 

現地調査の結果、海棲哺乳類は確認されなかった。文献その他の既往資料の調査にお

いて確認された重要な種はスナメリ 1 種であった。海産哺乳類に対する影響予測は以下

のとおりである。 

地形改変及び施設の存在により、生息環境の減少・喪失の影響が考えられる。しかし

ながら、本事業における風車の設置基数は 1 基、周辺には既存風車（東側 1,400ｍ）が

1 基のみであり、いずれも改変面積もほとんどないことから、影響の程度は小さいもの

と予測される。 

また、施設の稼働に伴う風車による水中音によるスナメリへの影響について検討した。 

本事業における風車 6MW の水中音の計算結果を表 8.6-4 に、風車寄与分の拡散予測

結果を図 8.6-5～図 8.6-6 に示す。 

風車の寄与分は OA 値でみると 100m で 126 dB re 1μPa、500m で 112dB re 1μPa の

分布となっている。 

なお、バッググラウンドとして使用した測定点 St.1 の測定結果は、既存の風車による

水中音の影響が加味されたものである。 

 

表 8.6-4 水中音の計算結果 

（単位：dB re 1μPa） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

周波数 
風車から

の距離 
風車の寄与分 バックグラウンド 

バックグラウンドを考

慮した水中音 

OA 値 
100m 126 

121 
127 

500m 112 122 

120Hz 
100m 119 

91 
119 

500m 105 105 

230Hz 
100m 105 

90 
105 

500m 89 93 

800Hz 
100m 87 

75 
87 

500m 59 75 
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【OA 値の水中拡散予測分布図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.6-5 水中音の拡散予測結果（本事業の風車寄与分 OA 値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8.6-6 水中音の拡散予測結果（拡大版、本事業の風車寄与分 OA 値） 
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予測結果と海棲哺乳類の聴覚閾値（図 8.6-7 参照）と比較した。ここでは、スナメリ

の聴覚閾値のデータがないため、比較可能なハンドウイルカの聴覚閾値と比較した。ハ

ンドウイルカの聴覚閾値は 120Hz で 125dB re 1μPa である。風車からの水中音が聴覚

閾値まで減衰する距離は約 15～45m であることから、45m 以遠では影響は小さいと考

えられる。 

230Hz における水中音の聴覚閾値は 106 dB re 1μPa である。風車からの水中音が聴

覚閾値まで減衰する距離は約 40～85m であることから、85m 以遠では影響は小さいと

考えられる。 

800Hz における水中音の聴覚閾値は 86 dB re 1μPa である。風車からの水中音が聴覚

閾値まで減衰する距離は約 60～95m であることから、95m 以遠では影響は小さいと考

えられる。 

以上のことから、海棲哺乳類に対する水中音の影響は 95m 以遠では小さいと考えら

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 25 年度環境省浮体式洋上風力発電実証事業成果報告書 

 

図 8.6-7 海棲哺乳類の聴覚閾値 



 

8-36 

 (2)魚類等の遊泳動物 

①  魚類 

現地調査の結果、主な確認種は、エソ科のマエソ、アジ科のカイワリ、ヒメジ科のヒ

メジ等であった。重要な種として、カサゴ亜目のカナガシラ（絶滅危惧種、水産庁）が

既往資料の調査で確認されている。魚介類の予測結果は以下のとおりである。 

造成等の施工による生息環境の改変について、浮体及び浮体係留敷設による海域の改

変はわずかであること、魚介類等は事業実施区域の周辺海域に広く分布することから、

風車の存在に伴う生息場所の改変による影響は小さいものと考えられる。 

また、施設の稼働に伴う風車による水中音による影響について検討した。水中音の予

測結果と魚類の反応（表 8.6-5）と比較すると、魚の「誘致レベル」（110～130dB re 1μPa：

魚にとっては快適な音の強さ）まで減衰する距離は約 25～60m となり、60m 以遠では

影響は小さいと考えられる。 

②  頭足類 

頭足類の水中音の影響としてヤリイカの聴覚閾値（図 8.6-8）と比較した。120Hz に

おけるヤリイカの聴覚閾値は約 115 dB re 1μPa であり、風車による水中音が聴覚閾値

まで減衰する距離は約 150m である。 

230Hz におけるヤリイカの聴覚閾値は約 113dB re 1μPa であり、風車による水中音

が聴覚閾値まで減衰する距離は約 10～30m である。 

以上のことから、ヤリイカに対する水中音の影響は 150m 以遠では認識できないと考

えられる。 

表 8.6-5 水中の音圧レベルと魚類の反応 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

出典：畠山ほか(1997)：水中音の魚類に及ぼす影響．水産研究叢書(47) (社)日本水産資源保護協会． 

  

段階 摘要
音圧レベル
（dB re 1μPa）

感覚閾値 魚にようやく聞こえる最小知覚レ
ベル

60～80(特に感度の良い魚)
90～110(一般的な海産魚)

誘致レベル 魚にとって快適な音の強さ

興味ある音であれば音源方向に
寄ってくる

110～130

威嚇レベル 魚が驚いて深みに潜るか、音源
から遠ざかる反応を示す

140～160

損傷レベル
(致死レベル)

魚の内臓や浮き袋の破裂 220以上(水中穿孔発破の場合)
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出典：洋上風力発電タービンの水中騒音とシロサケの反応について，小島隆人（日本大学：岩手県洋

野町洋上ウィインドファーム構想・セミナー資料,平成 27 年 3 月 20 日） 

 

図 8.6-8 様々な魚類における聴覚閾値音圧レベル 

 

 

予測の結果から、対象事業の実施による海棲哺乳類及び魚等の遊泳動物への影響はほ

とんどないものと考えられるが、浮体係留のアンカーやチェーンの敷設に伴う海上作業

は、可能な限り短期間で敷設を終了させ、一時的な影響の程度を低減するよう配慮する。 

 

 

(1)環境影響の回避・低減に関する評価 

調査及び予測の結果、施設の存在及び稼働に伴う海棲哺乳類及び魚類等の遊泳動物へ

の影響はほとんどないものと考えられる。また、重要な種への影響を回避・低減するた

めに環境保全措置を講ずことにより、海棲哺乳類及び魚類等の遊泳動物への影響は小さ

いものと考えられることから、実行可能な範囲内で影響の低減が図られているものと評

価する。 

 

 

(1)事後調査を実施することとした理由 

事後調査を実施する理由は表 8.6-6 に示すとおりである。 
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表 8.6-6 事後調査を行う項目の検討結果 

環境要素の区分 
影響要因の

区分 
事後調査を実施する理由 

海域に生息する

動物 

施設の稼働 環境保全措置を講じるが、風車の設置により浮体周辺

及びアンカー部周辺に魚類が蝟集することが想定さ

れる。また、予測には不確実性を伴うことから、魚類

等の遊泳動物について稼働後に事後の調査を実施す

る。 

 

(2)事後調査の項目及び手法等 

施設の存在による魚類等の遊泳動物への影響に関する事後調査の実施内容は、   

表 8.6-7 に示すとおりである。なお、事後調査の実施にあたっては、必要に応じて専門

家の指導・助言を受けながら、具体的な内容を定めた事後調査計画を策定する。 

 

表 8.6-7 事後調査の実施内容 

項目 事後調査の実施内容 

海域に生息

する動物 

調査項目 魚類等の遊泳動物 

調査手法 調査時期： 

風車の稼動後に現況調査と同様な時期とする。 

調査方法： 

1） 魚介類 

底曳き網等による漁獲調査を実施する。具体的手

法は現況調査と同様とする。 

2）水中音 

稼働時の水中音の魚介類への影響を検討するた

め、水中音の計測を行う。具体的手法は現況調査と

同様とする。 

3）蝟集効果 

浮体近傍に水中カメラを垂下し、蝟集する魚類の

多寡、魚種を把握する。また、蝟集する魚類に対

する鳥類の行動を観察する。 

以上、必要に応じて専門家にヒアリングを行い、手法

を検討する。 

調査地点： 

1） 魚介類 

現況調査と同様とする。 

2） 水中音 

浮体近傍 

3） 蝟集効果 

浮体近傍 

環境影響の程度が著

しいことが明らかと

なった場合の対応の

方針 

専門家等から意見聴取を行った上で、洋上風力発電の

運転調整等を検討する。 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9 章 

対象事業に係る環境影響の総合的な評価 
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第9章 対象事業に係る環境影響の総合的な評価 

9.1 環境影響評価のまとめ 

本事業の実施が環境に及ぼす影響を予測及び評価した結果、環境配慮事項及び事後調査の実

施により事業実施区域周辺の環境に及ぼす影響が事業者の実行可能な範囲で回避又は低減され

ているとともに、地域の環境保全の基準又は目標との整合が図られていると判断する。 

対象事業に係る環境影響評価の概要を環境要素ごとに表 9.1-1～表 9.1-6 に示す。 
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表 9.1-1 環境影響評価の概要（水質：水の濁り） 

環
境
要
素

の
区
分 

影
響
要
因

の
区
分 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

水
質
（
水
の
濁
り
） 

ケ
ー
ブ
ル
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

・既往資料の調査の結果、事業実

施区域周辺における浮遊物質量

（SS）の経年変化は、全測点にお

いて、平均値は 1.0mg/L 未満～

4.8mg/L の範囲であった。白島に近

い響灘海域の測点 H7 では、平成 19

年度に最大値 3.0mg/L となってい

るが、平成 20 年度以降、最大値

1mg/L 以下で推移している。 

また、測点 A では、表層及び中層

で 1mg/L 未満、底層で 1mg/L であ

った。 

一方、響灘西地区埋立地周辺では

変動が大きく、経年的な変動の傾

向は認められなかった。 

 

・現地調査の結果、海底ケーブル

ルート付近（St.1～St.4）におけ

る浮遊物質量(SS)は、1mg/L 未満～

2mg/L の範囲であった。 

 

 

海域工事に伴う水の濁

りの拡散予測の結果、

2mg/L（人為的に加えら

れる懸濁物質（水の濁

り））を超える範囲は、

流下方向に 2m、流れと

直角方向に 2m である。 

・海底ケーブルの埋設範囲は、

可能な限り最小限とする。 

・荒天等により工事工程が厳し

くなる場合は、工事計画の調整

により工事量の平準化を図り、

埋設等の工事が集中しないよう

に努める。 

・工事に際しては、定期的に会

議等を行い、環境保全措置を工

事関係者に周知徹底する。 

海底ケーブル

敷設工事によ

る水の濁り

は、海底の極

めて近傍に限

られ周辺環境

への影響はほ

とんどないも

のと考えられ

ることから事

後調査は実施

しない。 

・環境影響の回避・低減に関する

評価 

水の濁りの影響を低減するための

環境保全措置を講じることによ

り、海域工事場所（水の濁りの発

生源位置）の近傍にとどまり、周

辺の水環境に与える影響は小さい

ものと考えられることから、実行

可能な範囲内で影響の低減が図ら

れているものと評価する。 

・環境保全の基準等との整合性 

予測の結果、水産用水基準の濁り

の基準値である 2mg/L を超える範

囲は、流下方向に 2m、流れと直角

方向に 2m にとどまっている。ま

た、環境保全措置を講じることに

より濁りは基準値を下回るものと

考えられることから、環境保全の

基準等との整合性は図られている

と評価される。 
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表 9.1-2 環境影響評価の概要（水底の底質：有害物質） 

環
境
要
素

の
区
分 

影
響
要
因

の
区
分 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

水
底
の
底
質
（
有
害
物
質
） 

ケ
ー
ブ
ル
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

・既往資料の調査の結果、事業実

施区域周辺における北九州市沿岸

部での底質中の有害物質（重金

属）についての含有量及び溶出量

の測定値は、全ての項目において

環境基準値を十分に下回る値とな

っている。 

・現地調査の結果、事業実施区域

周辺及び海底ケーブルルート上に

おける有害物質の分析結果は、い

ずれの調査地点においても水底土

砂に係る判定基準を満たしてい

た。 

現地調査結果による

と、事業実施区域周辺

及び海底ケーブルルー

ト上における有害物質

の分析結果は、いずれ

の調査地点においても

水底土砂に係る判定基

準を満たしていた。こ

のため、海底ケーブル

埋設工事に伴う底質の

巻き上げによる有害物

質の周辺環境へ影響は

ほとんどないものと考

えられる。 

・海底ケーブルの埋設範囲は、

可能な限り最小限とする。 

・荒天等により工事工程が厳し

くなる場合は、工事計画の調整

により工事量の平準化を図り、

埋設等の工事が集中しないよう

に努める。 

・工事に際しては、定期的に会

議等を行い、環境保全措置を工

事関係者に周知徹底する。 

海底ケーブル

敷設工事によ

る底質の巻き

上げに伴う有

害物質の周辺

環境への影響

はほとんどな

いものと考え

られることか

ら、事後調査

は実施しな

い。 

・環境影響の回避・低減に関する

評価 

底質の巻き上げによる有害物質の

影響を低減するための環境保全措

置を講じることにより、海域工事

場所の近傍にとどまり、周辺の底

質環境に与える影響はほとんどな

いものと考えられることから、実

行可能な範囲内で影響の低減が図

られているものと評価する。 

・環境保全の基準等との整合性 

予測の結果、環境基準値を超える

底質中の有害物質は想定されず、

また、環境保全措置を講じること

により底質の巻き上げに伴う水の

濁りは基準値を下回るものと考え

られることから、環境保全の基準

等との整合性は図られていると評

価される。 
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表 9.1-3 環境影響評価の概要（海生植物） 

環
境
要
素

の
区
分 

影
響
要
因

の
区
分 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

海
生
植
物
（
重
要
な
種
及
び
重
要
な
群
落
） 

ケ
ー
ブ
ル
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

・既往資料の調査の結果、事業実

施区域には藻場は確認されていな

い。また、事業実施区域周辺の藻

場については、響灘海域の沿岸域

や島嶼部における浅瀬の岩礁部に

ホンダワラ類によって構成される

ガラモ場やアラメやツルアラメ等

の大型褐藻で構成されるアラメ場

が確認された。 

・現地調査の結果、海底ケーブル

ルー上に藻場は確認されなかっ

た。 

・重要な種及び重要な群落は確認

されなかった。 

海底ケーブルルート上

において藻場は確認さ

れなかったため、藻場

への影響の予測は実施

しない。 

海底ケーブルルート上において

藻場は確認されなかったため、

藻場に対する環境保全措置は検

討しない。 

海底ケーブルルー

ト上において藻場

は確認されなかっ

たため、事後調査

は実施しない。 

海底ケーブルルート上におい

て藻場は確認されなかったた

め、藻場への影響の評価は実

施しない。 
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表 9.1-4 環境影響評価の概要（陸生動物：鳥類） 

  

環
境
要
素

の
区
分 

影
響
要
因

の
区
分 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

陸
生
動
物
（
重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
） 

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在
、
施
設
の
稼
働 

・既往資料の調査の結果、21 目 66

科 337 種が確認された。洋上で

は、オオミズナギドリ、ウミネ

コ、ミサゴ等が確認されている。

ミサゴは、主に白島周辺、沿岸部

と白島の間、響灘臨海工業団地の

前面海域で確認されている。レー

ダー調査にてオオミズナギドリの

白島から北西方向に広がる飛翔軌

跡が確認されている。 

・白島ではカラスバト、クロサ

ギ、ミサゴ等が確認されている。 

・現地調査の結果、11 目 15 科 23

種が確認された。春季から秋季に

かけてオオミズナギドリが多く優

先し、主に白島西側海域において

確認された。一方、冬季にはウミ

ウ、ウミネコが優先した。重要種

として、カンムリカイツブリ、ヒ

メウ、ミサゴ、ハヤブサ、カンム

リウミスズメが確認された。 

・今回の調査ではハチクマ等の渡

りは確認されなかった。 

・生息環境の減少・喪失 

本事業で設置される風車の基数

は 1 基であり、改変面積もわず

かであることから、改変による

生息環境の減少・喪失による環

境影響の程度はほとんどないも

のと予測される。 

・移動経路の遮断・阻害 

本事業で設置される風車の基数

は 1 基であり、周辺には既存風

車が 1 基あるものの、それらの

風車間距離は約 1,400m であるた

め、風車の周辺には迂回可能な

空間が十分に広く確保されてい

ること、鳥類は風車を避けて飛

翔することが報告されているこ

とから、影響はほとんどないも

のと予測される。 

・年間予測衝突数（回避行動を

考慮する場合）については、カ

ンムリカイツブリは 1.1×10-3個

体/年、ハイタカは 7.1×10-4個

体/年、ミサゴは 3.8×10-3個体/

年であり、風車へのバードスト

ライクの可能性は低いものと予

測された。 

・航空障害灯は、鳥類

を誘引しにくいとされ

る白色閃光灯等の利用

を検討する。航路標識

灯についても構造物へ

の鳥類の衝突率を低減

させるとされる白色閃

光灯等の利用を検討す

る。 

・事後調査として風車

への衝突の有無や風車

周辺の飛翔状況及び回

避行動を確認する。 

 

環境保全措置を講

じるが、浮体式洋

上風力に対する鳥

類の動態（誘因あ

るいは忌避）に関

しては知見が少な

く、予測には不確

実性を伴うことか

ら、稼動後の事後

調査を実施する。 

・環境影響の回避・低減に関

する評価 

調査及び予測の結果、施設の

存在及び施設の稼働による鳥

類への影響はほとんどないも

のと考えられる。また、施設

の存在及び施設の稼働による

重要な種への影響を回避・低

減するために環境保全措置を

講ずることにより、鳥類への

影響は小さいものと考えられ

ることから、実行可能な範囲

内で影響の低減が図られてい

るものと評価する。 
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表 9.1-5 環境影響評価の概要（海生動物：底生生物） 

  

環
境
要
素

の
区
分 

影
響
要
因

の
区
分 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

海
域
動
物
（
重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
） 

ケ
ー
ブ
ル
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

・既往資料の調査の結果、底生生

物の出現種数は、冬季で少なく、

夏季で多くなる。また、分類別で

は、各季において環形動物が高い

割合を占めた。個体数では、冬季

で少なく、春季で多い。分類別で

は、春季では軟体動物が、夏季、

秋季及び冬季では環形動物が高い

割合を占めた。また、白島の南側

の海域では、重要種（危急種、水

産庁）としてナメクジウオが確認

されている。 

・地点別の確認種数は 36 種～71

種、個体数は 524～3,004 個体/m2

の範囲にあり、沿岸部の St.4 にお

いて種類数及び個体数が多くなる

傾向が見られた。分類群別にみる

と、種類数及び個体数とも環形動

物門の割合が多くの割合を占めて

おり、次に節足動物門が多く見ら

れた。 

また、代表的な出現種は、節足

動物部門、環形動物門及び棘皮動

物物門の種が多く確認された。 

海底ケーブル等の敷設

工事によって、底土が

巻き上がることにより

濁りが発生し、生息環

境の減少・喪失が考え

られる。しかしなが

ら、水質の予測結果か

ら、濁りはほとんど発

生しないこと、工事区

域は一部に限定される

こと、周辺に同様の環

境が広がっていること

から、影響はほとんど

ないものと予測され

る。 

・海底ケーブルの埋設範囲は、

可能な限り最小限とする。 

・荒天等により工事工程が厳し

くなる場合は、工事計画の調整

により工事量の平準化を図り、

埋設等の工事が集中しないよう

に努める。 

・工事に際しては、定期的に会

議等を行い、環境保全措置を工

事関係者に周知徹底する。 

海底ケーブル敷設

工事による底生生

物への影響につい

ての予測結果か

ら、影響はほとん

どないと考えられ

ることから、事後

調査は実施しな

い。 

・環境影響の回避・低減に関

する評価 

調査及び予測の結果、工事

に伴う底生生物への影響はほ

とんどないものと考えられ

る。また、工事による重要な

種への影響を回避・低減する

ために環境保全措置を講ずこ

とにより、底生生物への影響

は小さいものと考えられるこ

とから、実行可能な範囲内で

影響の低減が図られているも

のと評価する。 
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表 9.1-6 環境影響評価の概要（海生動物：海棲哺乳類及び魚類等の遊泳動物） 

  

環
境
要
素

の
区
分 

影
響
要
因

の
区
分 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

海
域
動
物
（
重
要
な
種
及
び
注
目
す
べ
き
生
息
地
） 

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在
、
施
設
の
稼
働 

＜海棲哺乳類＞ 

・既往資料の調査の結果、重要種のスナ

メリが確認されている。スナメリの出現

は、四季において春季に最も多く出現し

ている。また、春季の調査においては、

出現状況に明確な日周変動が認められ、

夜間に多く出現し、日中は少ない傾向に

あった。 

・現地調査の結果、海棲哺乳類は、船舶

トランセクト調査（目視観察）及び音響

学的調査でも確認されなかった。事業実

施区域の白島より北側海域は水深が 50m

以深であり、藍島周辺で見られるスナメ

リは確認されなかったものと考えられ

る。 

＜魚類等の遊泳動物＞ 

・既往資料の調査の結果、確認された種

類数は地点別に 1～61 種であり、冬季に

減少する傾向が見られる。個体数は夏季

に多く、冬季に少ない傾向が見られる。

分類群別では、各季節とも脊椎動物門が

多くの割合を占めている。重要種とし

て、カサゴ亜目のカナガシラ（絶滅危惧

種、水産庁）が確認されている。 

・現地調査の結果、確認された種類は地

点別に 14～21 種類、個体数は 32～108 個

体であった。分類群別では、脊索動物門

が多くの割合を占めていた。代表種はマ

エソ、カイワリ、ヒメジ等であった。重

要種のカサゴ亜目のカナガシラ（絶滅危

惧種、水産庁）は確認できなかった。 

＜海棲哺乳類＞ 

・地形改変及び施設の存在

により、生息環境の減少・

喪失の影響が考えられる。

しかしながら、本事業にお

ける風車の設置基数は 1 

基、周辺には既存風車（東

側 1,400ｍ）が 1 基のみで

あり、いずれも改変面積

は、ほとんどないことか

ら、影響の程度は小さいも

のと予測される。 

・水中音の予測結果と海棲

哺乳類の聴覚閾値と比較す

ると、95m 以遠では影響は

小さいと予測された。 

＜魚類等の遊泳動物＞ 

・浮体及び浮体係留敷設に

よる海域の改変はわずかで

あること、魚介類等は事業

実施区域の周辺海域に広く

分布することから、風車の

存在に伴う生息場所の改変

による影響は小さいものと

考えられる。 

・水中音の予測結果と魚介

類及び頭足類（ヤリイカ）

の聴覚閾値と比較すると、

魚介類は 60m 以遠、頭足類

は 150m 以遠では影響は小

さいものと予測された。 

浮体係留のアンカーや

チェーンの敷設並びに

ケーブルの敷設に伴う

海上作業は、可能な限

り短期間で敷設を終了

させ、一時的な影響の

程度を低減するよう配

慮する。 

環境保全措置を講

じるが、風車の設

置により浮体周辺

及びアンカー部周

辺に魚類が蝟集す

ることが想定され

る。また、予測に

は不確実性を伴う

ことから、魚類等

の遊泳動物につい

て稼働後に事後の

調査を実施する。 

・環境影響の回避・低減に関

する評価 

調査及び予測の結果、施設

の存在及び稼働に伴う海棲哺

乳類及び魚類等の遊泳動物へ

の影響はほとんどないものと

考えられる。また、重要な種

への影響を回避・低減するた

めに環境保全措置を講ずこと

により、海棲哺乳類及び魚類

等の遊泳動物への影響は小さ

いものと考えられることか

ら、実行可能な範囲内で影響

の低減が図られているものと

評価する。 
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海洋エンジニアリング株式会社 

代表取締役社長 鬼頭 毅 

東京都台東区台東 4-28-11 

 


